
部名称 課名称 事業名称
令和5年度

要求額
（千円）

令和5年度
最終査定額

（千円）
頁

子ども青少年育成部 子ども企画課 さかい子育て応援団事業 20 20 1

子ども青少年育成部 子ども企画課 さかいチャイルドサポーター育成事業 7,373 7,373 3

子ども青少年育成部 子ども企画課 子育て支援情報発信事業 3,131 3,131 5

子ども青少年育成部 子ども企画課 子育て事務センター事業 251,038 238,628 7

子ども青少年育成部 子ども企画課
さかい子ども食堂ネットワーク構築事
業

27,512 27,512 9

子ども青少年育成部 子ども育成課 青少年対策事業 13,450 13,450 11

子ども青少年育成部 子ども育成課 不妊症・不育症支援事業 380 380 13

子ども青少年育成部 子ども育成課 フッ素塗布事業 214 214 15

子ども青少年育成部 子ども育成課 乳幼児健康診査事業 54,938 54,938 17

子ども青少年育成部 子ども育成課 妊産婦・乳児一般健康診査事業 785,702 785,702 19

子ども青少年育成部 子ども育成課 乳幼児発達相談指導事業 1,301 1,301 21

子ども青少年育成部 子ども育成課 妊産婦・乳幼児等の保健指導事業 45,997 45,997 23

子ども青少年育成部 子ども育成課
子育てアドバイザー・育児支援ヘル
パー派遣事業

10,592 10,592 25

子ども青少年育成部 子ども育成課 ファミリー・サポート・センター事業 19,248 19,248 27

子ども青少年育成部 子ども育成課 病児保育事業 88,186 88,186 29

子ども青少年育成部 子ども育成課 乳児家庭全戸訪問事業 9,732 9,732 31

子ども青少年育成部 子ども育成課 地域子育て支援拠点事業 183,283 183,283 33

子ども青少年育成部 子ども育成課 青少年指導員地域活動事業 7,490 7,490 35

子ども青少年育成部 子ども育成課 二十歳の集い開催事業 18,597 18,597 37

子ども青少年育成部 子ども育成課 青少年健全育成事業 240,770 238,770 39

その他事業一覧



部名称 課名称 事業名称
令和5年度

要求額
（千円）

令和5年度
最終査定額

（千円）
頁

その他事業一覧

子ども青少年育成部 子ども育成課 さかいっこひろば管理運営事業 32,241 32,241 41

子ども青少年育成部 子ども育成課 堺市出産・子育て応援事業 620,580 620,580 43

子ども青少年育成部 子ども家庭課 子ども・若者育成支援推進事業 32,893 32,893 45

子ども青少年育成部 子ども家庭課 女性相談事業 55,120 55,120 47

子ども青少年育成部 子ども家庭課 子育て短期支援事業 3,280 2,500 49

子ども青少年育成部 子ども家庭課
母子家庭等就業・自立支援センター事
業

22,885 22,885 51

子ども青少年育成部 子ども家庭課 ひとり親家庭等日常生活支援事業 346 346 53

子ども青少年育成部 子ども家庭課
母子家庭及び父子家庭自立支援給付
事業

157,223 157,223 55

子ども青少年育成部 子ども家庭課 在宅乳幼児親子教室開催事業 2,197 2,197 57

子ども青少年育成部 子ども家庭課 子ども虐待防止事業 24,587 24,587 59

子ども青少年育成部 子ども家庭課 家庭児童相談事業 103,395 103,395 61

子ども青少年育成部 子ども家庭課 ひとり親家庭学び直し支援事業 900 900 63

子ども青少年育成部 子ども家庭課
ひとり親家庭高等職業訓練促進資金
貸付事業

94,642 94,642 65

子ども青少年育成部 子ども家庭課 堺市ひとり親世帯家計相談事業 998 998 67

子ども青少年育成部 子ども家庭課
ひとり親家庭 親と子のチャレンジ支援
事業

7,000 7,000 69

子ども青少年育成部 子ども家庭課 ひとり親家庭応援フードパントリー事業 850 850 71

子ども青少年育成部 子ども家庭課
SNSやAIを活用したシングルマザー等
就業支援事業

22,131 22,131 73

子ども青少年育成部
いじめ不登校対策支
援室

いじめ不登校対策支援事業 6,766 6,766 75



局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

・子育てを応援する取組を行っている企業・団体等に対し、「さかい子育て応援団」の事業PRを行う。

・応援団の登録を決定した企業等への応援団ロゴマーク入りステッカー等を交付する。

・登録団体等の取組について、ホームページやフェイスブックページ、子育て応援アプリ等を活用して、市内の子育て家庭

等へ情報を発信する。

公民連携・協働事業 子育て家庭を応援する取組をしている堺市内の企業・団体等と一緒に子育てを応援する機運を醸成する。

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 さかい子育て応援団事業 事業番号 014-001

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども企画

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⒄パートナーシップで目標を達成しよう ターゲット 17.17

有 取組 地域住民のつながり強化、多様な主体の協働の促進

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 24 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠
堺市さかい子育て応援団事業実施要綱

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

子育て家庭を応援する取組をしている堺市内の企業・団体等。

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

社会全体で子育てを応援する機運を醸成するため、市民・企業・団体など地域社会全体で子どもや子育て家庭を応援

する環境を整備する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） ー

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載
ー

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

500目標値 500 500 500

当該指標を選定した理由 登録団体数を増やすことが、地域社会全体で子どもや子育て家庭を応援する環境の整備につながるため。

達成率 72% 71%

さかい子育て応援団の登録数 団体 実績値 359 355

目標値の設定根拠・算出方法 堺市子ども・子育て総合プランに定める目標値を設定

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

チラシ配架施設数 カ所

目標値 36 300

達成率 569% 140%

当該指標を選定した理由 応援団に登録していただくためには、その活動を広く認知していただく必要があるため

220

実績値 205 420

目標値の設定根拠・算出方法 各区役所（市民課、子育て支援課、保健センター）、環境薬務課、子育て応援団登録団体の一部
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）

15

事務事業名 さかい子育て応援団事業 事業番号 014-001

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

41

府支出金　

R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 0 0 62 20 20

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 0 0 21 20 20

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

印刷製本費
R4 予算 20 20

事業費
うち

一般財源

予算

R5 予算 20 20 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R4 予算 R4 予算

R5 予算 R5 予算

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

平成24年度事業実施

R5 事業継続

期間 R　　～　　R 要求額

R6以降 事業継続

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント ・印刷経費を最小限にし、継続して実施

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

-2-



局 部 課

3 年度

9

10

実績値 8 8

目標値の設定根拠・算出方法 広報さかい、市HP、SNS等、各種媒体を活用した情報発信回数を目標値とする。

目標値の設定根拠・算出方法 対象年度の募集人数を目標値とする。（各コースのニーズ及び昨年度の実績等から算出）

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

研修事業に係る情報発信回数 カ所

目標値 5 7

達成率 160% 114%

当該指標を選定した理由 担い手を増やすには、本研修を認知してもらう必要があるため。

10

当該指標を選定した理由 子育て支援の担い手を増やすことで、子育て施策の充実を図るため。

達成率 84% 80%

さかいチャイルドサポーター研修

修了人数
人 実績値 164 168

180目標値 196 210 180

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 民間事業者に委託

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載
ー

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

育児経験や職業経験など多様な経験を有し、地域において子育て支援の仕事に関心を持ち、子育て支援分野の職務

に従事することを希望する者及び現に従事する者。

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

子育て支援員研修の受講修了者を増やすことで、子育て支援の担い手を確保する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 27 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠
子育て支援員研修事業実施要綱

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑷質の高い教育をみんなに ターゲット 4.2

有 取組 安全安心で質の高い幼児教育・保育の提供、小学校教育との連携

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ②多様で質の高い教育・保育サービスの提供

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 さかいチャイルドサポーター育成事業 事業番号 014-003

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども企画

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

 子育て支援の仕事に関心を持ち、子育て支援分野の事業に従事する方及び従事を希望する方に、子育て支援分野に従事する人材の確保

等を目的に国が定めるカリキュラムに沿った研修等を実施し、事業内容に応じた必要な知識や技能を習得していただく。

　

【研修コース】

①地域型（小規模・家庭的・事業所内）保育事業　年1回

②一時預かり事業　年1回

③子育て援助活動支援事業　ファミリー・サポート・センターの提供会員　年2回

④地域子育て支援拠点事業　年1回

⑤子育てアドバイザー　年1回

⑥家庭的保育者現任研修　年1回

公民連携・協働事業 ー

Ⅱ．事業の目標

-3-



）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 事業継続

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 子育て施策の充実を図るため、継続して実施する。

平成27年度事業実施

R5 事業継続

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 7,373 4,028 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R5 予算 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

委託料
R4 予算 9,241 5,550

一般財源 5,854 1,734 2,494 5,550 4,028

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

事業費  (a) 10,000 3,282 4,803 9,241 7,373

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 4,146

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

1,548 2,309 3,691 3,345

府支出金　

R4

事務事業名 さかいチャイルドサポーター育成事業 事業番号 014-003

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

-4-



局 部 課

3 年度

9

10

実績値 205 250

目標値の設定根拠・算出方法 各区役所（市民課、子育て支援課、保健センター）及び子育て応援団登録団体の一部

目標値の設定根拠・算出方法 本市の前年度の第１子出生数を上乗せした件数を目標値として設定

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

チラシ配架施設数 カ所

目標値 36 300

達成率 569% 83%

当該指標を選定した理由 アプリをダウンロードしてもらうには、市民の方々に認知していただく必要があるため。

386

当該指標を選定した理由 市民が必要な支援やサービスが適切に届くように利用者を増やすため。

達成率 104% 100%

アプリ「さかい子育て応援アプリ」のダウ

ンロード数
件 実績値 27,596 30,500

36,500目標値 26,500 30,500 33,500

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 株式会社スマートバリュー

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載
ー

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

堺市内の子育て世帯

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

妊娠中や子育て中の市民が必要な支援やサービスを確実に利用することができるよう、本市の子育て支援等の情報を

利用者それぞれの状況に応じてタイムリーに分かりやすく提供する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 28 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠
無

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑶すべての人に健康と福祉を ターゲット 3.8

有 取組 医療・福祉におけるICT活用の推進

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 子育て支援情報発信事業 事業番号 014-004

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども企画

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

子育て層の利用率が高いスマートフォンを活用したアプリ「さかい子育て応援アプリ」を活用し、子どもの生年月日（出産

予定日）等の利用者登録に応じたタイムリーな情報提供、地図やカレンダー機能を活用した子育て施設やイベントの検

索、保育施設や病児保育の空き状況の確認、健診や予防接種のスケジュール管理のサポートなど、子育て家庭が必要

とする情報を分かりやすく提供する。

公民連携・協働事業 ー

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 事業継続

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

・現行システムを正常に機能させ適切な環境を維持する。

・AndroidおよびiOSのOSバージョンアップに対応した、さかい子育て応援アプリの改修を行い、

 新規ダウンロード数の増加に繋げる。

平成29年1月アプリの構築、公開

R5 事業継続

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 60 60 R5 予算

委託料
R4 予算 1,122 1,122 R4 予算

R5 予算 3,071 3,071 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

印刷製本費
R4 予算 300 300

一般財源 1,103 1,188 1,159 1,422 3,131

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

事業費  (a) 1,527 1,188 1,233 1,422 3,131

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

74

府支出金　 424

R4

事務事業名 子育て支援情報発信事業 事業番号 014-004

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

-6-



局 部 課

3 年度

9

10

実績値 12 12

目標値の設定根拠・算出方法 月1回開催する

目標値の設定根拠・算出方法 仕様書に定める業務数であるため、目標を設定することにそぐわない。よって、実績のみを記入。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

月次会議の開催 回

目標値 12 12

達成率 100% 100%

当該指標を選定した理由
安定した市民サービスの提供を行うためには、事業者等と業務の進捗管理、指示、課題改善の協議を行うこ

とは必要不可欠であるため。

12

当該指標を選定した理由 仕様書に定める業務を着実に実施することが、安定した市民サービスの提供につながるため。

達成率 #VALUE! #VALUE!

実施業務数 事務 実績値 36 36

ー目標値 ー ー ー

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 株式会社パソナ

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載
ー

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

子育て支援に関する各種申請等の事務処理

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

局所管業務のうち、定型的又は定量的な事務処理業務を集約・整理し、行政と民間の役割分担を明確にした上で、

民間の力を活用することで、持続可能な安定した市民サービスの提供を行う。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 28 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠
無

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 無

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール    ―   ターゲット ―

無 取組      ―     

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

無 取組の方向性 ―

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 ― 施策 　―　

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 子育て事務センター事業 事業番号 014-005

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども企画

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

次の30業務を実施

①　妊婦及び産婦・乳児一般健康診査（新生児聴覚検査含む）費用助成に関する業務　②　児童扶養手当に関する業務

③　児童扶養手当（現況届処理）に関する業務　④　児童手当に関する業務　⑤　児童手当（現況届処理）に関する業務

⑥　母子父子寡婦福祉資金償還に関する業務　⑦　高等職業訓練促進給付金に関する業務　⑧　自立支援教育訓練給付金に関する業務

⑨  子どものための教育・保育給付支給認定に関する業務　⑩  教育・保育施設の利用調整等に関する業務　⑪  利用者負担管理に関する業務

⑫  利用者負担滞納処分事務に関する業務　⑬  施設型給付費・委託費支弁（管内・管外）に関する業務　⑭  地域型保育給付費支弁（管内・管外）に関する業務

⑮  運営補助金支弁・職員配置確認に関する業務　⑯  処遇改善等加算に関する業務  ⑰  教育・保育施設の認可、確認に関する業務

⑱  私立幼稚園補助金（預かり保育事業、健康管理事業）に関する業務　⑲  延長保育事業補助金に関する業務　⑳  一時預かり事業補助金に関する業務

㉑  産休代替職員費補助金に関する業務  ㉒  保育教諭等人材確保事業補助金に関する業務  ㉓  認証保育所運営補助金に関する業務

㉔  事業所内保育所運営補助金に関する業務　㉕  家庭支援推進保育事業補助金に関する業務  ㉖  保育士宿舎借り上げ支援事業補助金に関する業務

㉗  国の幼児教育の無償化に関する業務　㉘ 多子軽減補助金に関する業務　㉙  補足給付に関する業務　㉚　新型コロナウイルス感染症対策事業補助金に関する業務

公民連携・協働事業 ー

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 事業継続

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

以下の事務を実施するための委託費を追加要求する。

・保育手続きのオンライン申請に対する申請内容の審査、不備案内の対応

・令和４年１０月から施設型給付費・地域型給付費に新設された加算項目「処遇改善等加算Ⅲ」の申請内容の審

査、不備案内の対応

～H27　事業化検討

H28　開設準備

H29　開設・運営

H30～　運営

R5 事業継続

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

各種運搬・配送等委託
R4 予算

R5 予算 1,484 1,484 R5 予算

R4 予算 1,520 1,520

R5 予算 5,460 5,460 R5 予算
共益費・看板代等

R4 予算 5,459 5,459 R4 予算

建物借上料

51 51

R4 予算

R5 予算 8,248 8,248 R5 予算

R4 予算 8,248 8,248

R5 予算 224,374 221,157 R5 予算 750 750

情報システム機器借上料（ＩＴ

経費）

R4 予算 9,784 9,784
火災保険料

R4 予算 51 51

R5 予算 10,671 10,671 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算 750 750

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

業務委託料
R4 予算 218,632 215,365

一般財源 150,345 206,468 241,119 241,177 247,821

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

3,250 3,267 3,217

事業費  (a) 193,255 251,387 316,797 244,444 251,038

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 42,910

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

44,919 72,428

府支出金　

消耗品
R4

事務事業名 子育て事務センター事業 事業番号 014-005

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 91 110

目標値の設定根拠・算出方法 週2～3回発信することを想定し、目標値を定めている。

目標値の設定根拠・算出方法 堺市域全体を図る指標として、本市の小学校区数（92校区）を参考にし、目標値を定めている。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

Twitter等への情報発信数 人

目標値 48 48

達成率 190% 229%

当該指標を選定した理由 参画団体を増やすには、本ネットワークの取組状況等を広く発信する必要があるため。

120

当該指標を選定した理由 堺市域全体で、子どもたちが地域とつながり、健やかに育つ環境を整備するため。

達成率 51% 61%

さかい子ども食堂ネットワークに参画し

た子ども食堂がある小学校区数
団体 実績値 47 56

92目標値 92 92 92

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 堺市社会福祉協議会、子ども食堂新規開設団体

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載
ー

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

子ども食堂の実施団体、新規開設を検討している団体

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

地域の身近な場所で子どもたちが安心して利用できる居場所や多様な体験ができる環境を構築するため、地域の多種

多様な団体が運営する子ども食堂の開設と持続的な活動を支援する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 29 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠
堺市子ども食堂開設支援補助金交付要綱

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

有 現状値 堺市：59.5％、政令市：54.5％(2019年度) 目標値 政令市の割合を下回る(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑴貧困をなくそう ターゲット 1.3

有 取組 子どもの居場所確保の推進

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①ひとり親家庭などへの支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 さかい子ども食堂ネットワーク構築事業 事業番号 014-108

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども企画

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

本市内で子ども食堂を実施している団体等をつなぐネットワークを形成し、以下の取組を実施する。

（１）ネットワークの形成

        ①参画団体間で情報共有や課題を共有するための各種会議（円卓会議、研修会等）等の開催・運営

        ②ホームページ等により、参画団体の取組情報等の発信

　　　　③区域・小エリア型ネットワークの活性化への支援

（２）新規開設団体の開拓・立ち上げ支援

　　　　①地域団体等への開拓

　　　　②子ども食堂開設支援補助金の申請募集・受付等

　　　　③立ち上げにかかるノウハウ提供、地域との調整等

（３）活動の継続支援

　　　　①企業や団体等からの食材提供やボランティア等のマッチング（フードドライブ、各種助成金等）

　　　　②従事者向け研修の実施や賠償責任保険への加入

　　　　③活動ノウハウの提供、相談対応、物品等の配布等

公民連携・協働事業 子ども食堂活動の継続支援として、企業等からの食材寄付等のマッチングを実施

Ⅱ．事業の目標

-9-



）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 事業継続

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

・子どもたちが安心して利用できる居場所や多様な体験ができる環境を構築するため、継続して実施する。

・支援の輪を広げるため、子ども食堂ネットワークのホームページを改定し、子ども食堂だけではなく、応援企業や関係機

関の登録ページを作成する。

平成29年度事業実施

R5 事業継続

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 25,512 5,757 R5 予算

子ども食堂開設支援補助金
R4 予算 1,400 0 R4 予算

R5 予算 2,000 0 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

ネットワーク形成支援委託
R4 予算 23,626 6,813

一般財源 0 9,745 1,946 6,813 5,757

受益者負担金(使用料、手数料等）　

7,000その他（ 堺市ふるさと応援寄附金 698 10,297 5,000

市債

11,971 13,228 13,213 14,755

事業費  (a) 20,184 21,716 25,471 25,026 27,512

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

府支出金　 19,486

R4

事務事業名 さかい子ども食堂ネットワーク構築事業 事業番号 014-108

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

■こども110番事業

・自治会を通して、子どもがよく通る道や通学路沿いにある住宅・商店を中心とした協力者に子ども110番の小旗を設

置。

・市公用車をこども110番の車両に指定。

■元気っ子づくり事業補助

・各中学校区青少年健全育成組織に対し活動事業費を補助

・主に、夜間校区巡回・校区美化清掃活動・地域・世代間交流・子育て支援等の活動を行う。

■青少年の性犯罪被害防止

・市ホームページ等で啓発活動を行う。

公民連携・協働事業 こども110番事業について公民連携を進めている。

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 青少年対策事業 事業番号 014-007

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (5) 犯罪のない安心して暮らせる地域社会の実現

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ②セーフシティさかいの推進

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⒃平和と公正をすべての人に ターゲット 16.1

有 取組 セーフシティさかいの推進

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 9 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
大阪府青少年健全育成条例、堺元気っ子づくり推進事業補助金交付要綱

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁・各区役所・地域団体及び市民

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

市内の青少年を中心とした全市民

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

■こども110番事業

地域の中で不審者等が犯罪を犯しにくい環境をつくり、子どもも大人も安全安心に暮らせるまちづくりを推進

■元気っ子づくり事業補助

学校、家庭、地域などが協働し、地域社会をあげて青少年の健全育成に向けた取り組みを推進し、総合的に教育力を

活性化することにより、青少年に豊かな心と生きる力を育む。

■青少年の性犯罪被害防止

啓発活動による青少年の性被害防止

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 堺元気っ子づくり推進事業補助金：各中学校区青少年健全育成組織

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

目標値

当該目標を設定した理由 こども110番運動協力家庭等の存在が事件などの未然防止につながるため。

達成率

事件等の防止 実績値

目標に対する実績 事件等の未然防止（令和3年度こども110番の協力家庭への事案発生数0件）

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

こども110番運動協力家庭等数 件

目標値 10,000 10,000

達成率 87% 83%

当該指標を選定した理由 こども110番運動協力家庭等数を増加させることによって、安全安心な環境の確保に努める。

10,000

実績値 8,718 8,306

目標値の設定根拠・算出方法 1小学校区あたり約100件で算出

-11-



）

15

事務事業名 青少年対策事業 事業番号 014-007

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

府支出金　

R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 17,549 9,404 8,276 13,150 13,450

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 17,549 9,404 8,276 13,150 13,450

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

こども110番事業保険料
R4 予算 250 250

事業費
うち

一般財源

予算

R5 予算 250 250 R5 予算

こども110番旗購入費
R4 予算 0 0 R4 予算

R5 予算 300 300 R5 予算

R4 予算

R5 予算 12,900 12,900 R5 予算

R4 予算 12,900 12,900

R4 予算 R4 予算

堺元気っ子づくり推進事業補助金

R5 予算 R5 予算

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

堺元気っ子づくり推進事業補助金の見直し実施（令和3年度）

R5 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

R6以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
地域で子どもをみまもる環境づくりや、地域社会をあげて青少年の健全育成に向けた取り組みを推進するための事業費

を要求。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 362 399

目標値の設定根拠・算出方法 相談実績数と妊娠届出数の推移をふまえ設定。

目標値の設定根拠・算出方法 過去の相談実績数の推移をふまえ設定。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

保健センターにおける

不妊症・不育症に関する相談件数
件

目標値 334 399

達成率 108% 100%

当該指標を選定した理由
当事業の周知機会であり最も身近な地域の相談窓口である保健センターにおいて実施した個別相談件数。

385

当該指標を選定した理由 当事業における個別相談件数。

達成率 82% 92%

不妊症・不育症相談件数 件 実績値 9 12

15目標値 11 13 14

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

・市内在住の不妊症に悩む夫婦

・市内在住の不育症に悩む夫婦

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

不妊症・不育症に悩む夫婦が、適切な時期に適切な治療を選択できるよう支援する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 24 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
少子化対策プラスワン、次世代育成支援対策推進法、少子化対策基本法

（根拠法令、条例等）

2 関連計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑶すべての人に健康と福祉を ターゲット 3.2

有 取組 妊娠期からの保健指導と乳幼児健診の実施

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 不妊症・不育症支援事業 事業番号 014-012

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

・助産師や不妊ピアカウンセラーによる不妊症・不育症相談を実施する。

・同じ悩みを抱える方同士の交流や情報交換の機会として交流会を実施する。

・支援者を対象に、知識とスキルの向上を目的に講演会を実施する。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 相談・交流会・研修会について継続実施。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 特定不妊治療費助成制度を廃止。

不妊症・不育症相談・交流会・研修会を実施。

令和4年度は特定不妊治療費助成事業を統合。令和4年度、特定不妊治療費等の保険適用に伴い、助成事業が

廃止となるが年度をまたがる1回の治療に対する助成についてのみ経過措置を実施。

R5 相談・交流会・研修会について継続実施。

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

通信運搬費
R4 予算

R5 予算 13 6 R5 予算

R4 予算 74 37

R5 予算 4 2 R5 予算
印刷製本費

R4 予算 29 14 R4 予算

消耗品費

0 0

R4 予算 125,050 62,525

R5 予算 15 7 R5 予算

R4 予算 19 9
扶助費

100 50

R5 予算 200 100 R5 予算 15 7

普通旅費
R4 予算 33 16

報酬
R4 予算 56 28

R5 予算 33 16 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算 15 7

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

謝礼金
R4 予算 200 100

一般財源 83 29 30 62,740 192

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

62,222

事業費  (a) 165 57 60 125,476 380

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 82

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

28 30 514 188

府支出金　

会場借上料
R4

事務事業名 不妊症・不育症支援事業 事業番号 014-012

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

1歳6か月児健康診査および子どもの歯相談室で、希望者に対して、歯科衛生士がフッ素塗布を行う（対象年齢内1

回のみ）。

また、むし歯のハイリスクフォローとして1歳6か月児健康診査時に実施するむし歯菌の活動性検査の結果、むし歯菌の活

動性が高いと判断された子どもについては、2歳児の歯科相談時にフッ素塗布を行う。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 フッ素塗布事業 事業番号 014-013

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑶すべての人に健康と福祉を ターゲット 3.2

有 取組 妊娠期からの保健指導と乳幼児健診の実施

2 関連計画 堺市歯科口腔保健推進計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 15 点検年度 令和 7 年度

実施根拠 母子保健法、健康増進法

歯科口腔保健の推進に関する法律  堺市歯科口腔保健推進条例（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、保健センター

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

1歳6か月児から4歳未満の子ども：約9,500人

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

乳幼児期のむし歯の罹患率の減少と将来的な口腔管理への意識づけを行い、全身の健康増進へとつなげる。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

90目標値 90 90 90

当該指標を選定した理由 堺市歯科口腔保健推進計画の目標値（3歳児でう蝕のない子どもの割合）

達成率 98% 99%

3歳児でう蝕のない子どもの割合 ％ 実績値 88 89

目標値の設定根拠・算出方法 堺市歯科保健事業年報　目標値：堺市歯科口腔保健推進計画(3歳児）

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

フッ素塗布経験者の割合 ％

目標値 95 95

達成率 100% 100%

当該指標を選定した理由 堺市歯科口腔保健推進計画の目標値（フッ素塗布を受けたことのある子どもの割合）

95

実績値 95 95

目標値の設定根拠・算出方法 堺市歯科保健事業年報　目標値：堺市歯科口腔保健推進計画（3歳児）
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15

事務事業名 フッ素塗布事業 事業番号 014-013

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

府支出金　

R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 0 157 209 214 214

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 0 157 209 214 214

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

需用費（薬剤等）
R4 予算 214 214

事業費
うち

一般財源

予算

R5 予算 214 214 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R4 予算 R4 予算

R5 予算 R5 予算

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

1歳6か月児～4歳未満を対象に子どもの歯相談室で実施。平成19年度より1歳6か月児健康診査時に実施。

R5 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

R6以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
「フッ素塗布の経験者の割合」「3歳児でう蝕のない児の割合」は堺市歯科口腔保健推進計画の目標値に掲げている。

希望者へのフッ素塗布を行うことで今後もさらなるう蝕の軽減を図るため、必要経費を要求する。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 100 100

目標値の設定根拠・算出方法 未受診者を含めた全対象児の実態を確実に実施するため、把握率100％を目標とする。

目標値の設定根拠・算出方法 全対象児の発育・発達のスクリーニングを確実に実施するため、受診率100％を目標とする。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

乳幼児健康診査未受診者の実態把

握率
％

目標値 100 100

達成率 100% 100%

当該指標を選定した理由 未受診者を含めた全対象児の現認を確実に行うことが当事業の目的に含まれるため。

100

当該指標を選定した理由 母子保健法第12条に基づく法定健診であるため。

達成率 98% 99%

乳幼児健康診査（4か月児・1歳6か

月児・3歳児）の受診率平均値
％ 実績値 98 99

100目標値 100 100 100

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 各医療機関

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

各保健センター・子ども育成課

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

本市の区域内に居住する乳幼児と保護者。全乳幼児健康診査の対象児数：約20,000人。

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

疾病や障害等を早期発見し、早期治療につなげる。また、保護者への育児支援を行う。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 昭和 36 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
母子保健法

（根拠法令、条例等）

2 関連計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑶すべての人に健康と福祉を ターゲット 3.2

有 取組 妊娠期からの保健指導と乳幼児健診の実施

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 乳幼児健康診査事業 事業番号 014-014

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

各乳幼児健康診査対象児と保護者に対し、自宅で記入した育児、発育、発達、栄養、歯科（1歳6か月児、3歳児

健康診査）、眼科（3歳児健康診査）、聴覚（3歳児健康診査）に関する質問票をもとに、育児相談や保健指

導、身体計測や小児科医、歯科医師（1歳6か月、3歳児健康診査）の診察等を実施し、子どもの成長発達を確認

する。

また、必要な子どもに対し、経過観察のための健康診査や療育相談、精密健康診査・紹介状の発行、保健師等による

育児情報の提供や保健指導、育児不安軽減のための相談を行う。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 感染対策を講じた上で継続実施。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

コロナ禍の中、令和3年度までは1回の健診受診者数を絞っていたが、令和4年度は、健診受診者数・回数ともにほぼ

平時に戻し、感染対策を講じた上で継続実施できている。一部、受診者数が多く密になることが懸念される場合は、診

察数を増設するなどし対応する。また、年度内に新たに３歳児健康診査において屈折検査を実施予定。

令和5年度も、感染対策を講じた上で継続実施する。受診者数が多くなることが見込まれる場合は、診察数を増設し対

応する。

R4　乳幼児アレルギー・ぜん息予防事業を統合。

R5 感染対策を講じた上で継続実施。

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

委託料
R4 予算

R5 予算 3,086 3,086 R5 予算

R4 予算 3,073 3,073

R5 予算 1,420 160 R5 予算
役務費

R4 予算 1,416 156 R4 予算

需用費（印刷製本費・消耗品

費）

R4 予算

R5 予算 2,217 1,877 R5 予算

R4 予算 2,147 1,822

R5 予算 48,160 48,160 R5 予算 6 6

旅費
R4 予算 47 47 R4 予算

R5 予算 49 49 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算 6 6

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

医師報酬
R4 予算 48,216 48,216

一般財源 58,452 64,011 51,792 53,320 53,338

受益者負担金(使用料、手数料等）　

1,600その他（ 50 1,585

市債

事業費  (a) 58,452 64,061 51,792 54,905 54,938

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

府支出金　

負担金、補助及び交付金

（研修会等参加負担金）

R4

事務事業名 乳幼児健康診査事業 事業番号 014-014

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 100 100

目標値の設定根拠・算出方法 堺市子ども・子育て総合プランの目標値

目標値の設定根拠・算出方法 受診率100%を目標とする。（府外及び過年度報告分を含む）

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

妊娠届出時の全数面接 ％

目標値 100 100

達成率 100% 100%

当該指標を選定した理由 妊娠届出時には、保健師により各妊婦の状況に応じた保健指導に加え健康診査の受診勧奨を行っている。

100

当該指標を選定した理由 当事業で妊婦健康診査が最も規模の大きい健康診査であるため。

達成率 97% 97%

妊婦健康診査受診率 % 実績値 97 97

100目標値 100 100 100

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 一般社団法人大阪府医師会、一般社団法人大阪府助産師会、地方独立行政法人堺市立病院機構

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

本市の区域内に居住する妊産婦または乳児

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

母体と胎児、乳児の健康の保持及び増進を図ることを目的に、健康診査にかかる経済的負担を軽減し、安心して妊

娠・出産、子育てできる環境を確立する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 昭和 48 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
母子保健法、堺市妊婦健康診査の実施等に関する要綱、堺市産婦・乳児一般健康診査の実施等に関する要綱

（根拠法令、条例等）

2 関連計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑶すべての人に健康と福祉を ターゲット 3.2

有 取組 妊娠期からの保健指導と乳幼児健診の実施

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 妊産婦・乳児一般健康診査事業 事業番号 014-015

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

本市の区域内に居住する妊産婦・乳児を対象に受診票を交付し、大阪府内の委託医療機関等において健康診査を

実施する。里帰り出産等により大阪府外の医療機関等で受診した場合は、健康診査費用の助成を行う。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
妊産婦・乳幼児等の健康の保持・増進に必要な健診・検査について、継続して実施するための予算を要求。妊婦健康

診査委託料単価改正。

《妊婦健診》昭和48年事業開始、公費負担1回　平成9年超音波検査追加　平成18年度1回→2回　平成20年度2回→5回　平成21年

度5回→14回、大阪府外での健診費用助成開始　平成24年度国が例示する標準的な検査項目をすべて公費負担　令和3年度多胎妊婦

5回分追加　《乳児一般健診》昭和49年事業開始、前期健診　平成6年後期健診追加　《産婦健診》平成29年度下半期事業開始　《新

生児聴覚検査》令和元年度下半期事業開始

R5 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

12,622 12,622

債務負担行為 （単位：千円）

健診結果等点検業務
R4 予算 12,619 12,619

R5 予算 2,147 2,147 R5 予算

R4 予算 2,038 2,038
その他

2,505 2,505

R5 予算 19,750 19,750 R5 予算 1,645 1,645
新生児聴覚検査

R4 予算 22,500 22,500
新生児聴覚検査扶助費

R4 予算

産婦健康診査

1,579 1,579

R4 予算 2,110 1,055

R5 予算 46,100 23,050 R5 予算

R4 予算 46,280 23,140
産婦健康診査扶助費

2,240 1,120

R5 予算 603,937 603,350 R5 予算 19,437 19,312

乳児一般健康診査
R4 予算 75,815 75,815

乳児一般健康診査扶助費
R4 予算 1,815 1,815

R5 予算 76,245 76,245 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算 23,156 23,031

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

妊婦健康診査
R4 予算 613,021 612,396

一般財源 733,222 727,266 704,015 776,914 760,820

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

事業費  (a) 757,715 750,851 727,857 801,859 785,702

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 24,493

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

23,585 23,842 24,945 24,882

府支出金　

妊婦健康診査扶助費
R4

事務事業名 妊産婦・乳児一般健康診査事業 事業番号 014-015

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 5,787 4,920

目標値の設定根拠・算出方法 健診対象者が全員受診することを想定し算出。

目標値の設定根拠・算出方法 目標値は、出生数と延相談者数から経過観察対象者数の推測値を設定。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

乳幼児健康診査（1歳6か月児健

診）受診数
人

目標値 5,908 5,021

達成率 98% 98%

当該指標を選定した理由 乳幼児健診の受診を通して、発達課題の経過観察を必要とする対象をスクリーニングしているため。

4,267

当該指標を選定した理由 当事業の対象者数を表す指標であるため。

達成率 115% 101%

心理（発達）相談延回数 件 実績値 886 939

983目標値 770 933 983

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

各保健センター

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

各乳幼児健康診査において、心理・発達面で経過観察が必要な場合や、保護者からの相談において心理・発達面の

相談が必要な乳幼児。実対象者数：約700人。

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

乳幼児の精神的な発達について、支援が必要な対象を早期に把握し、適切な支援につなげることで、保護者の子育て

不安を軽減し、安心して育児が行えるように支援する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 昭和 58 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
母子保健法、発達障害者支援法

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑷質の高い教育をみんなに ターゲット 4.2

有 取組 発達相談の実施

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 乳幼児発達相談指導事業 事業番号 014-017

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

乳幼児健康診査や、保護者からの相談において、心理職が保護者とともに乳幼児の発達状況を確認し、保護者の思

いに寄り添いながら相談や助言などを行う（事前予約制）。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

発達障害を含めた小児期の知的・精神領域の医学的研究が進む中、子どもの発達上の課題を的確に知り、子育てに

反映したいと考えるニーズはますます高まっている。適齢時に必要な検査相談を受けられるために必須となる体制を確保・

維持するための必要経費を要求する。

平成19年度まで、子ども療育相談所（子ども相談所）から心理職の派遣を受け実施。平成20年度以降は、一部外

部の心理職に依頼して実施。

R5 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 1,001 1,001 R5 予算

消耗品費
R4 予算 300 300 R4 予算

R5 予算 300 300 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

謝礼金
R4 予算 1,001 1,001

一般財源 823 1,246 1,012 1,301 1,301

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

事業費  (a) 823 1,246 1,012 1,301 1,301

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

府支出金　

R4

事務事業名 乳幼児発達相談指導事業 事業番号 014-017

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 100 100

目標値の設定根拠・算出方法 妊娠届出（母子健康手帳交付）時面接を対象者全世帯に実施する。

目標値の設定根拠・算出方法

妊娠届出（母子健康手帳交付）時面接や本市に転入された妊産婦面接時のアセスメントにて継続支援

が必要と判断した方や、医療機関等から要養育支援ケースとして地域での継続支援が必要と判断された方

の数から積算。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

妊娠届出時の妊婦等の面接割合 ％

目標値 100 100

達成率 100% 100%

当該指標を選定した理由
切れめのない子育て支援のスタート地点である妊娠届出（母子健康手帳交付）時面接を確実に実施し、

支援が必要な対象をもれなく把握するため。

100

当該指標を選定した理由 個々の健康課題に即した保健指導の取り組み状況を表すため。

達成率 90% 90%

保健師の妊産婦訪問延人数 人 実績値 1,803 1,800

2,000目標値 2,000 2,000 2,000

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 助産施設

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

各保健センター・子ども育成課

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

妊産婦・乳幼児と保護者等

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

妊産婦や乳幼児、保護者等が正しい知識を身につけることで、健康を保持・増進し、保護者が安心して子育てをするこ

とで子どもが健やかに成長発達できるよう支援する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 昭和 15 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
母子保健法

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑶すべての人に健康と福祉を ターゲット 3.2

有 取組 妊娠期からの保健指導と乳幼児健診の実施

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 妊産婦・乳幼児等の保健指導事業 事業番号 014-018

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

・支援が必要な対象を早期に把握し、適切な支援につなげる。（妊娠届出時の全件面接や関係機関との連携など）

・妊娠期、乳幼児期に保護者や家族を含めた個別の保健指導や育児相談を実施。（保健師の家庭訪問、新生児訪

問、助産師による育児ひろば、宿泊型産後ケア事業、妊婦や乳幼児への歯科、栄養相談等）

・集団を対象に健康教室や情報提供・啓発等の実施。（パパの育児ひろば、妊婦教室、離乳食講習会、学校や地域

と連携した思春期教育、地域での健康教育など）

・子育ての孤立予防、仲間づくりの支援。（赤ちゃん広場、育児サークル、同じ悩みをもつ方の集いなどへの支援）

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 引き続き、妊娠出産包括支援事業で、妊娠中から子育て期の切れめのない支援の充実に取り組む。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

母子保健における保健指導事業は、妊娠期から学童期またその保護者に対して行われる欠かせない行政サービスであ

り、親子が健やかに心身を保ち、安心して生活する上で必要な健康づくりは、個々の状況に応じた指導や支援を行うこと

が必要である。様々な年齢や対象に対して、保健サービスを提供し、またハイリスクの方へ継続した関わりを実践すること

が求められており、保健指導、啓発活動、関係者のスキル向上を図る研修等の所要経費について要求する。

昭和20年代～乳幼児の健康管理開始。平成21年～妊娠届出時全件面接を開始。平成26年度妊娠出産包括支

援モデル事業、平成27年度妊娠出産包括支援事業で、妊娠中から子育て期の切れめのない支援の充実に取り組む。

R5 引き続き、妊娠出産包括支援事業で、妊娠中から子育て期の切れめのない支援の充実に取り組む。

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

旅費
R4 予算

R5 予算 489 340 R5 予算

R4 予算 300 240

107 107

R5 予算 420 420 R5 予算 207 132
報酬費

R4 予算 420 420
負担金、補助及び交付金

R4 予算

委託料

144 24

R4 予算 325 325

R5 予算 24,456 10,584 R5 予算

R4 予算 16,414 9,810
備品購入費

540 540

R5 予算 11,187 11,089 R5 予算 257 241

需用費
R4 予算 6,687 4,960

使用料及び賃貸料
R4 予算 144 144

R5 予算 8,297 6,468 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算 131 117

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

報償費
R4 予算 10,976 10,898

一般財源 22,428 17,144 23,703 27,021 35,345

受益者負担金(使用料、手数料等）　

300その他（ 広告収入 475 545 448 545

市債

563 97

事業費  (a) 24,547 23,207 29,485 35,504 45,997

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 1,644

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

5,518 5,334 7,375 10,255

府支出金　

役務費
R4

事務事業名 妊産婦・乳幼児等の保健指導事業 事業番号 014-018

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

支援を必要としている子育て家庭やサークル等への子育てアドバイザーの派遣、概ね生後６～７か月の乳児のいる家庭

へ子育てアドバイザーの訪問を実施する。

また、支援を必要としている家庭からの申請に基づき育児支援ヘルパーの派遣を決定し、市と委託契約している事業者

からヘルパーを派遣する。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 子育てアドバイザー・育児支援ヘルパー派遣事業 事業番号 014-020

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール    ―   ターゲット ―

無 取組      ―     

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 15 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
児童福祉法、養育支援訪問事業実施要綱

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

子育てについて支援を求める家庭やサークル等

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

支援を求める家庭やサークルに子育てアドバイザーや育児支援ヘルパーを派遣することで、子どもの養育の安定や養育者

の育児不安の軽減等、地域の子育て支援機能の充実を図り、安心して子どもを生み育てられる環境を整備する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 子育てアドバイザー(ボランティア)、市内の訪問介護事業所等

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

4,200目標値 3,400 4,200 4,200

当該指標を選定した理由 支援を必要としている家庭やサークルの実数がわかるため

達成率 114% 99%

子育て家庭・子育てサークル等への延

べ派遣回数
回 実績値 3,878 4,170

目標値の設定根拠・算出方法 過去の実績を勘案して設定

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

子育てアドバイザー登録者 人

目標値 600 600

達成率 83% 83%

当該指標を選定した理由 支援を必要としている子育て家庭やサークル等へ派遣するボランティアであるため

600

実績値 498 495

目標値の設定根拠・算出方法 過去の実績を勘案して設定（今年度に指標を再設定）
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）

15

事務事業名 子育てアドバイザー・育児支援ヘルパー派遣事業 事業番号 014-020

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

1,452 1,359 1,921 3,668

府支出金　 1,387

会場等借上料
R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 1,388

事業費  (a) 9,679 8,381 10,329 10,202 10,592

市債 0

1,452 1,359 1,921 2,100

受益者負担金(使用料、手数料等）　 0

その他（ 0

一般財源 6,904 5,477 7,611 6,360 4,824

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

育児ヘルパー派遣委託
R4 予算 5,887 3,111

事業費
うち

一般財源

予算 5 5

R5 予算 6,271 1,569 R5 予算 5 5

謝礼金
R4 予算 3,146 2,080 R4 予算

R5 予算 3,128 2,062 R5 予算

R4 予算

R5 予算 328 328 R5 予算

R4 予算 328 328

通信運搬費
R4 予算 586 586 R4 予算

消耗品、印刷製本費

R5 予算 610 610 R5 予算

債務負担行為 （単位：千円）

その他保険料
R4 予算

R5 予算 250 250 R5 予算

R4 予算 250 250

継続実施

R5 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

R6以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 事業継続に必要な予算を要求する。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで
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局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

子育ての応援を受けたい方（依頼会員）と子育ての応援をしたい方（提供会員）が、相互援助活動を行う。センター

は、依頼会員からの依頼内容に応じることができる提供会員を調整して双方に紹介し、双方合意の上、活動が開始さ

れる。利用料は１時間につき７００円で、依頼会員が提供会員へ直接支払う。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 ファミリー・サポート・センター事業 事業番号 014-022

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール    ―   ターゲット ―

無 取組      ―     

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 13 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
児童福祉法、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）実施要綱

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

会員登録講習会を受講したファミリー・サポート・センターの登録会員

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

地域における子育てを支えあう体制を拡充することにより、保護者が仕事と育児を両立できる環境を整備する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 堺市社会福祉協議会

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

13,000目標値 13,000 13,000 13,000

当該指標を選定した理由
活動件数によって、相互援助活動の実施件数がわかり、地域において子育てを支えあう体制の拡充を計るこ

とができるため。

達成率 66% 74%

活動件数 件 実績値 8,527 9,678

目標値の設定根拠・算出方法 過去の実績等を勘案して設定

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

会員登録者数 人

目標値 5,000 5,200

達成率 100% 93%

当該指標を選定した理由
会員数により子育ての応援を受けたい方と応援したい方を把握することで、相互援助活動につなげることがで

きるため。

5,200

実績値 5,001 4,848

目標値の設定根拠・算出方法 過去の実績等を勘案して設定
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）

15

事務事業名 ファミリー・サポート・センター事業 事業番号 014-022

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

6,000 6,000 6,733 6,416

府支出金　 6,733

R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 6,733

事業費  (a) 17,989 18,000 18,000 19,148 19,248

市債 0

6,000 6,000 6,733 6,416

受益者負担金(使用料、手数料等）　 0

その他（ 0

一般財源 4,523 6,000 6,000 5,682 6,416

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

ﾌｧﾐﾘｰ・ｻﾎﾟｰﾄ・ｾﾝﾀｰ運営業務
R4 予算 19,148 5,682

事業費
うち

一般財源

予算

R5 予算 19,248 6,416 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R4 予算 R4 予算

R5 予算 R5 予算

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

継続実施

R5 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

R6以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 事業継続に必要な予算を要求する。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで
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局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

子どもが病気やケガで認定子ども園等へ通園できず、保護者の仕事の都合等で家庭での保育が困難な場合などに、専

用の保育施設でお預かりするか、利用者の自宅等に登録サポート会員が訪問し保育する。

【施設型】

医療機関併設型及び医療機関近郊・連携型の病児・病後児保育施設の運営を委託、又は運営費の一部を補助。

【訪問型】

訪問型病児保育事業の運営をNPO法人へ委託。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 病児保育事業 事業番号 014-023

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール    ―   ターゲット ―

無 取組      ―     

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 14 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
児童福祉法、病児保育事業実施要綱、子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）実施要綱

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

生後６か月から小学校６年生までの児童を養育する家庭

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

子育て中の保護者の仕事と育児の両立を支援し、安心して生み育てやすい環境を整備する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 医療機関、NPO法人

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

3,500目標値 245 800 800

当該指標を選定した理由
安心して生み育てやすい環境の整備について、需要や進捗の把握につながるため。

（令和4年度も新型コロナウイルス感染症の影響により利用者の減少が想定されるため、目標値を修正）

達成率 253% 90%

延べ利用者数

（施設型・訪問型）
人 実績値 620 722

目標値の設定根拠・算出方法 実績等を勘案して設定

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

病児保育サポート会員数

（訪問型）
人

目標値 60 60

達成率 83% 92%

当該指標を選定した理由 訪問型病児保育事業を安定的に運用するためには、サポート会員の確保が必要であるため。

60

実績値 50 55

目標値の設定根拠・算出方法 実績等を勘案して設定
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）

15

事務事業名 病児保育事業 事業番号 014-023

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

14,413 14,070 24,937 21,729

府支出金　 16,434

R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 16,434

事業費  (a) 79,836 80,079 80,212 87,812 88,186

市債 0

14,413 14,070 24,937 21,729

受益者負担金(使用料、手数料等）　 0

その他（ 0

一般財源 46,968 51,253 52,072 37,938 44,728

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

病児保育施設運営業務
R4 予算 68,401 25,527

事業費
うち

一般財源

予算

R5 予算 68,775 37,601 R5 予算

病院内施設市民開放事業補助

金

R4 予算 8,711 8,711 R4 予算

R5 予算 8,711 3,559 R5 予算

R4 予算

R5 予算 10,700 3,568 R5 予算

R4 予算 10,700 3,700

R4 予算 R4 予算

訪問型病児保育事業運営業務

R5 予算 R5 予算

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

継続実施

R5 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

R6以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 事業継続に必要な予算を要求する。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで
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局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

生後４か月までの乳児のいる家庭を訪問し、子育てに関する様々な悩みを聞き、子育て支援に関する情報提供等を行

う。また、親子の心身の状況や養育環境等の把握や助言を行い、支援が必要な家庭に対して適切なサービス提供に結

びつける。

低出生体重児・多胎児などの家庭や新生児訪問指導を希望された家庭へは保健師または助産師が訪問し、その他の

家庭へはこんにちは赤ちゃん訪問従事者（民間保育施設の保育士等）などが訪問する。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 乳児家庭全戸訪問事業 事業番号 014-025

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール    ―   ターゲット ―

無 取組      ―     

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 19 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
児童福祉法、乳児家庭全戸訪問事業実施要綱

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

生後４か月までの乳児のいる家庭

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

訪問により把握した支援が必要な家庭に対して、適切なサービス提供に結びつけることにより、地域の中で健やかに子育

てができる環境整備を図る。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 民間保育施設

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

3,500目標値

当該目標を設定した理由 訪問によって把握した支援が必要なすべての家庭に対し、適切なサービスにつなげているため

達成率

訪問家庭のうち、支援が必要な家庭を

適切なサービス提供につなげる
人 実績値

目標に対する実績 訪問面接後、支援が必要な家庭に適切なサービスを案内した。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

訪問・情報提供実施率 ％

目標値 100 100

達成率 87% 96%

当該指標を選定した理由 国実施要綱による

100

実績値 87 96

目標値の設定根拠・算出方法 国実施要綱による
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）

15

事務事業名 乳児家庭全戸訪問事業 事業番号 014-025

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

1,203 3,479 5,156 4,866

府支出金　 1,218

会場等借上料
R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 1,219

事業費  (a) 2,437 2,405 6,958 10,312 9,732

市債 0

1,202 3,479 5,156 4,866

受益者負担金(使用料、手数料等）　 0

その他（ 0

一般財源 0

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

委託料
R4 予算 6,456 0

事業費
うち

一般財源

予算 60 0

R5 予算 6,456 0 R5 予算 60 0

消耗品費
R4 予算 839 0

報酬・手当・旅費
R4 予算 1,901 0

R5 予算 839 0 R5 予算 1,263 0

R4 予算

R5 予算 756 0 R5 予算

R4 予算 698 0

印刷製本費
R4 予算 289 0 R4 予算

通信運搬費

R5 予算 289 0 R5 予算

債務負担行為 （単位：千円）

謝礼金
R4 予算

R5 予算 69 0 R5 予算

R4 予算 69 0

継続実施

R5 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

R6以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
事業継続に必要な予算を要求する。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで
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局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

地域の子育て支援の拠点としての「子育てひろば」で、育児不安の解消を図るための子育て家庭への支援や、子育て

サークル等への支援及び地域の子育てに関する情報提供を行う。また、子育て支援関係団体や市民ボランティア等の育

成などを行う。さらに、子育て親子の交流や子育てに関する相談ができる場を提供する団体へ運営経費を補助する。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 地域子育て支援拠点事業 事業番号 014-026

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール    ―   ターゲット ―

無 取組      ―     

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 14 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
児童福祉法、地域子育て支援拠点事業実施要綱

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

地域の子育て家庭及び子育てサークル等

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

地域の子育て支援施策を推進し、子育て中の保護者の子育てへの不安や負担感を軽減する。また、地域全体で子育

てをする基盤づくりを行い、安心して子育てができる環境を整備する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 地域団体、NPO法人等

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

100,000目標値 60,000 60,000 60,000

当該指標を選定した理由 地域で安心して子育てができる環境の整備について、需要や進捗を把握できるため。

達成率 87% 89%

延べ利用親子数 組 実績値 52,190 53,667

目標値の設定根拠・算出方法 過去の実績及び今後の事業展開等を勘案して設定（今年度に指標を再設定）

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

地域子育て支援拠点箇所数 箇所

目標値 42 42

達成率 100% 100%

当該指標を選定した理由 訪問型病児保育事業を安定的に運用するためには、サポート会員の確保が必要であるため。

42

実績値 42 42

目標値の設定根拠・算出方法 実績等を勘案して設定
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）

15

事務事業名 地域子育て支援拠点事業 事業番号 014-026

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

65,850 67,266 68,849 69,236

府支出金　 63,211

保険料
R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 63,211

事業費  (a) 168,038 168,740 174,188 182,911 183,283

市債 0

65,850 67,266 68,849 69,236

受益者負担金(使用料、手数料等）　 0

その他（ 0

一般財源 41,616 37,040 39,656 45,213 44,811

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

区役所子育てひろば運営委託
R4 予算 26,466 5,890

事業費
うち

一般財源

予算 900 900

R5 予算 26,274 5,678 R5 予算 900 900

みんなの子育てひろば運営補助
R4 予算 154,387 37,265

使用料、会場借上料
R4 予算 71 71

R5 予算 154,970 37,094 R5 予算 81 81

R4 予算 151 151

R5 予算 226 226 R5 予算

R4 予算 214 214
備品購入費

50 50

消耗品、印刷製本、修繕料
R4 予算 550 550 R4 予算

謝礼金

R5 予算 555 555 R5 予算

債務負担行為 （単位：千円）

通信運搬、手数料
R4 予算

R5 予算 227 227 R5 予算

R4 予算 172 172

継続実施

R5 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

R6以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 事業継続に必要な予算を要求する。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 1,308 1,366

目標値の設定根拠・算出方法 各小学校区おおむね15名で算出

目標に対する実績 市内全域での巡回活動等により事件事故などを未然に防止

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

青少年指導員数 人

目標値 1,500 1,500

達成率 87% 91%

当該指標を選定した理由 全市的な活動を推進するため、市内の校区青少年指導員の数を指標として設定

1,500

当該目標を設定した理由 青少年指導員の活動が事件、事故の未然防止につながるため

達成率

市内における青少年による事件事故

などの防止
実績値

目標値

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 堺市青少年指導員連絡協議会,各校区青少年指導員会

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

地域団体及び市民

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

市内在住のおおむね小学生から20歳までの青少年（約12万人）、及び地域で活動している青少年指導員（約

1,400人）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

未来を担う青少年の健全育成活動を推進し、地域ぐるみで子どもを育む環境をつくる。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 昭和 28 点検年度 令和 7 年度

実施根拠 堺市青少年指導員連絡協議会活動事業補助金交付要綱

堺市青少年指導員校区活動事業補助金交付要綱（根拠法令、条例等）

2 関連計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⒃平和と公正をすべての人に ターゲット 16.1

有 取組 セーフシティさかいの推進

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ②セーフシティさかいの推進

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 5.強くしなやかな都市基盤 ～Resilient～ 施策 (5) 犯罪のない安心して暮らせる地域社会の実現

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 青少年指導員地域活動事業 事業番号 014-031

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

中央組織

（1）各校区青少年指導員会相互の連絡調整、情報交換に関すること

（2）関係機関及び関係団体との連絡連携に関すること

（3）青少年指導についての研究協議に関すること

（4）研修会の開催及び資料の発行に関すること　ほか

校区活動

（1）青少年問題に関する啓発及び環境浄化に関すること

（2）危険個所の発見及び事故防止に関すること

（3）青少年関係の各種調査、研修及び広報に関すること

（4）青少年関係団体との調整に関すること　ほか

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 事業の継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 事業継続に必要な予算を要求する

事業の継続実施

R5 事業の継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

印刷製本費
R4 予算

R5 予算 185 185 R5 予算

R4 予算 0 0

R5 予算 80 80 R5 予算
消耗品費

R4 予算 50 50 R4 予算

各区研修会等旅費
R4 予算

R5 予算 7 7 R5 予算

R4 予算 7 7

R5 予算 1,500 1,000 R5 予算 324 124

青少年指導員地域活動事業補

助金

R4 予算 5,394 5,394 R4 予算

R5 予算 5,394 5,394 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算 267 87

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

青少年指導員連絡協議会事業

補助金

R4 予算 1,500 1,500

一般財源 6,755 5,097 5,227 7,038 6,790

受益者負担金(使用料、手数料等）　

700その他（ 通信運搬費負担金・寄付金 13 96 266 180

市債

事業費  (a) 6,768 5,193 5,493 7,218 7,490

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

府支出金　

通信運搬費
R4

事務事業名 青少年指導員地域活動事業 事業番号 014-031

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

・区役所ごとに実行委員会を設け、区の独自性を活かした記念行事を実施

・各区の実行委員会に対し、企画運営に係る経費を負担金として支出

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 二十歳の集い開催事業 事業番号 014-032

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ③学齢期・青少年期の子ども・若者と家庭への支援

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑾住み続けられるまちづくりを ターゲット 11.3

有 取組 地域住民のつながり強化、住民自治の推進

2 関連計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 昭和 33 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
昭和31年12月10日（国社第162号）文部事務次官通達

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区、区青少年指導員会

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

二十歳として該当する年の4月2日から翌年4月1日に生まれ、堺市の住民基本台帳に記録されている者

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

二十歳になった若者の前途を社会全体で祝福するとともに、二十歳の若者が区域のまちづくりの重要な担い手として、さ

らには、将来の社会を支える一員として自らも自立し、その責任を自覚する機会を提供する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 各区実行委員会

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

80目標値 80 80 80

当該指標を選定した理由 市主催の式典において、二十歳になったことを市として祝い、大人の自覚をもってもらう機会であるため

達成率 86% 86%

対象者の参加率 ％ 実績値 69 69

目標値の設定根拠・算出方法 過去の実績等を勘案して設定

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

若者の企画による各区独自のアトラク

ション実施数
事業

目標値 7 7

達成率 71% 71%

当該指標を選定した理由 各区における市民協働促進と、区の特色ある魅力的な企画創出のため

7

実績値 5 5

目標値の設定根拠・算出方法 各区の市民協働を推進するため、各区独自で事業を実施した数を設定
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）

15

事務事業名 二十歳の集い開催事業 事業番号 014-032

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

4,910 2,465

府支出金　

プログラムデザイン制作委託料
R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 13,967 17,972 15,805 15,195 18,597

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 13,967 13,062 13,340 15,195 18,597

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

案内はがき作成・プログラム作成
R4 予算 971 971

事業費
うち

一般財源

予算 100 100

R5 予算 971 971 R5 予算 100 100

案内はがき郵送料
R4 予算 490 490

各区開催負担金
R4 予算 12,371 12,371

R5 予算 501 501 R5 予算 15,094 15,094

R4 予算 200 200

R5 予算 134 134 R5 予算

R4 予算 134 134
ビデオメッセージ謝礼金

200 200

ビデオメッセージ製作委託料
R4 予算 697 697

サーモグラフィ機器借り上げ
R4 予算

損害賠償保険

0 0

R5 予算 697 697 R5 予算 480 480

188 188

債務負担行為 （単位：千円）

案内はがき宛名作成委託料
R4 予算 0 0

R5 予算 232 232 R5 予算

R4 予算 232 232
コロナ対応消耗品

令和4年4月から民法改正により成年年齢が18歳となったが、これまでと同様20歳を対象に事業を実施。

R5 事業の継続実施。

期間 R　　～　　R 要求額

R6以降 事業の継続実施。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
新型コロナウイルス感染症対策を講じた事業実施のため、サーモグラフィ機器借り上げ料や、コロナ対策消耗品費、各区

複数回開催などによる負担金を増額。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 41 40

目標値の設定根拠・算出方法 指定管理業務における仕様書に記載の設定稼働率

目標値の設定根拠・算出方法 指定管理業務における仕様書に記載の設定人数

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

稼働率（自主事業の教室等を含

む）
％

目標値 54 54

達成率 76% 74%

当該指標を選定した理由 稼働率の向上により、利用者数の増加に寄与するため。

54

当該指標を選定した理由
青少年施設（堺市立青少年センター・堺市立青少年の家）の利用を促進することで、青少年の健全育成に寄与する

ため。

達成率 38% 64%

青少年施設利用者数 人 実績値 65,000 110,000

172,000目標値 172,000 172,000 172,000

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 青少年施設指定管理者、ちびっこ老人憩いの広場を管理する自治会等の地域団体、キャンプ事業受託事業者

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁・指定管理者（堺市立青少年センター・堺市立青少年の家の管理運営）

本庁・地域団体及び市民（ちびっこ老人憩いの広場）本庁・事業受託業者（キャンプ事業）

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

青少年施設管理運営等：堺市内の青少年（おおむね小学生から25歳）

ちびっこ老人憩いの広場：市内57箇所（令和４年4月1日現在）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

【青少年施設管理運営・キャンプ事業】

指定管理者制度により青少年施設を運営し、貸館及び学習室の提供等一定のコストでニーズに応じたサービスを提供

する。市内小中学生を対象にキャンプ事業実施により自然体験の機会を提供する。

【ちびっこ老人憩いの広場】

幼児に適切な遊び場を与えて事故等の危険から守ること、また、高齢者の憩いの場として両者の交流を図ることにより、

幼児の健全な育成に寄与する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 　 ─ 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
青少年センター等設置条例、堺市ちびっこ老人憩いの広場助成要綱

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑷質の高い教育をみんなに ターゲット 4.7

有 取組 生涯を通じた学びの支援

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ③学齢期・青少年期の子ども・若者と家庭への支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 青少年健全育成事業 事業番号 014-131

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

【青少年施設管理運営】

市内２箇所の青少年施設（堺市立青少年センター・堺市立青少年の家）の管理運営業務を実施する。

青少年の諸活動に対する貸館及び学習の場の提供する。(学習、スポーツ、文化・レクリエーション活動等)

【ちびっこ老人憩いの広場】

ちびっこ老人憩いの広場を管理する自治会等の地域団体からの申請を受け、遊具、フェンス等の修繕等を助成する。

【キャンプ事業（R4年度から実施）】

市内小中学生を対象としたキャンプ事業（宿泊、日帰りを年間複数回）を委託業務として実施し、子どもたちへ自然

体験の機会を提供する。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール

経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
青少年施設の管理運営費に加え、施設の適正な維持管理のために必要な工事請負費を要求。

継続実施

R5 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

キャンプ事業等
R4 予算

R5 予算 2,500 1,000 R5 予算

R4 予算 2,500 0

R5 予算 6,383 6,383 R5 予算

ちびっこ老人憩いの広場施設賠償

責任保険料、広場修繕・工事費

R4 予算 5,548 5,548 R4 予算

青少年センター・青少年の家改修

工事等

2,722 2,492

R4 予算

R5 予算 126,600 31,000 R5 予算

R4 予算 7,200 1,799

R5 予算 96,113 91,942 R5 予算 0 0

旧・日高少年自然の家施設維持

管理費

R4 予算 6,930 6,930
その他

R4 予算 6,813 6,813

R5 予算 6,452 6,452 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算 4,924 0

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

青少年センター・青少年の家管理

運営委託料

R4 予算 96,991 92,991

一般財源 168,661 184,104 197,877 114,081 139,269

受益者負担金(使用料、手数料等）　 1,024 433 537 171 171

6,230その他（ 駐車場貸付収入、指定寄付金 3,899 3,911 4,684 11,154

市債 17,800 96,300 91,000

2,500 3,296 5,500 5,500

89,600

事業費  (a) 194,288 291,541 304,689 130,906 240,770

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和5年度予算要求額

事業コスト （単位：千円）

令和5年度

4,293 7,295

府支出金　 2,904

子ども教育ゆめ基金積立金
R4

事務事業名 青少年健全育成事業 事業番号 014-131

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 65,887 75,911

目標値の設定根拠・算出方法 キッズサポ―トセンターさかい（令和2年度に事業を終了）の実績等を勘案して設定

目標値の設定根拠・算出方法 利用者アンケートの実施

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

年間延べ利用者数 人

目標値 90,000 90,000

達成率 73% 84%

当該指標を選定した理由 地域で安心して子育てができる環境の整備について、需要や進捗を把握できるため。

90,000

当該指標を選定した理由 施設利用者の満足度合にて、事業目的の達成を測る

達成率 97% 97%

利用者の満足度 % 実績値 97 97

100目標値 100 100 100

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 公益財団法人　大阪ＹＭＣＡ

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

０歳から１２歳までの子どもとその保護者

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

親の子育てへの不安感や負担感を軽減し、親育ち・子育ちの支援、地域の子育て力向上等により、地域において安心

して子育てができる環境を整備する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 令和 3 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
児童福祉法、地域子育て支援拠点事業実施要綱

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール    ―   ターゲット ―

無 取組      ―     

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 さかいっこひろば管理運営事業 事業番号 014-132

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

「さかいっこひろば」（令和3年4月オープン）の絵本や交流で楽しく過ごす「つどいの場」と遊具等で体を動かして遊ぶ「あ

そびの場」の２つのスペースを活用して、子どもとその保護者の集い・憩い・交流・学びの場や機会を提供する。また、子育

てに関する相談や情報提供を行う。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降
継続実施

次期委託事業者選定

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 事業継続に必要な予算を要求する。

継続実施

R5 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

使用料及び賃借料
R4 予算

R5 予算 335 335 R5 予算

R4 予算 335 335

R5 予算 1,160 1,160 R5 予算
その他維持管理

R4 予算 1,160 1,160 R4 予算

ひろば運営業務

8,194 8,166

R4 予算

R5 予算 20,274 14,292 R5 予算

R4 予算 20,274 14,292

R5 予算 550 550 R5 予算 200 200

通信料・手数料・保険料
R4 予算 2,278 2,278

管理費・各種団体会費等
R4 予算 7,360 7,336

R5 予算 1,528 1,528 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算 200 200

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

消耗品費・印刷製本費・修繕料
R4 予算 550 550

一般財源 2,038 23,157 26,151 26,231

受益者負担金(使用料、手数料等）　 0

28その他（ 光熱水費等徴収金 20 24

市債 0

2,991 2,991 2,991

事業費  (a) 0 2,038 29,159 32,157 32,241

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

2,991 2,991 2,991

府支出金　

備品購入費
R4

事務事業名 さかいっこひろば管理運営事業 事業番号 014-132

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 ー ー

目標値の設定根拠・算出方法 全ての妊婦・子育て家庭が事業の対象となっているため。

目標値の設定根拠・算出方法 全ての妊婦・子育て家庭が事業の対象となっているため。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

経済的支援申請率 %

目標値 ー 100

達成率

当該指標を選定した理由 経済的支援含め本事業を利用することで一体的支援につなげることができるため

100

当該指標を選定した理由 妊娠期から出産・子育てまで一貫して相談に応じることで必要な支援につなぐことができるため

達成率 #VALUE!

妊娠届出時と出産後の面接実施率 % 実績値 ー ー

100目標値 ー 100 100

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

子ども育成課・各区子育て支援課・各保健センター

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

妊娠届や出生届を行った妊産婦

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

全ての妊婦・子育て家庭が安心して出産・子育てできる環境を整備する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 令和 4 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
―

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール    ―   ターゲット ―

無 取組      ―     

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 堺市出産・子育て応援事業 事業番号 014-139

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども育成

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）

要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

妊娠時から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援の充実と、妊娠・出産時の関連用品の購入費助成や支援サー

ビス等の利用負担の軽減を図る経済的支援の2点を一体として実施する。

　妊娠届出時…アンケートと面談を実施後、申請した妊婦に出産応援ギフトとして5万円を支給。

　妊娠8か月頃…アンケートを実施し、面談希望者に保健師・助産師等による面談を実施。

　出生後…生後4か月までに実施する乳児家庭全戸訪問までに面談を実施し、申請のあった子どもの養育者に育て応

援ギフトとして新生児1人につき5万円を支給。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 事業継続に必要な予算を要求する。

・令和4年11月、国より「妊娠時から出産・子育てまで一貫した伴走型相談支援の充実」と「妊娠・出産時の関連用品

の購入費助成や支援サービス等の利用負担の軽減を図る経済的支援」の2点を一体として実施する事業を創設する通

知

・令和5年2月事業開始、令和4年4月以降に妊娠・出産された方へ遡って支援実施。

R5 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

委託料
R4 予算

R5 予算 ー ー R5 予算

R4 予算 11,492 1,915

R5 予算 40,442 8,426 R5 予算
会計年度任用職員報酬他

R4 予算 7,876 1,313 R4 予算

通信運搬費・手数料
R4 予算

R5 予算 4,194 874 R5 予算

R4 予算 5,755 960

R5 予算 575,000 95,834 R5 予算

消耗品費・印刷製本費
R4 予算 906 151 R4 予算

R5 予算 944 197 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

扶助費（妊娠・子育て応援ギフ

ト）

R4 予算 750,000 125,000

一般財源 129,339 105,331

受益者負担金(使用料、手数料等）　 0 0

0その他（ 0

市債 0

129,338 105,328

0

事業費  (a) 770,629 620,580

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

517,352 409,921

府支出金　

R4

事務事業名 堺市出産・子育て応援事業 事業番号 014-139

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

１．困難を抱える子ども・若者やその保護者への相談、支援

２．各専門機関、NPO法人、ボランティアグループ等関係機関との連絡調整

　　（継続相談者には、居場所や就職準備のプログラムの提供）

３．教育・就労などに関する情報や、NPO法人等の支援活動、体験活動の情報収集・情報発信

４．アクティビティ（コミュニケーショントレーニング等）、就職準備講座、就業体験等の実施

５．ニート状態の若者の就労相談・就労支援・定着支援の実施

６．市民及び関係機関への啓発研修

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 子ども・若者育成支援推進事業 事業番号 014-040

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 2.人生100年時代の健康・福祉 ～Well－being～ 施策 (6) 暮らしを支えるセーフティネットの構築

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ④ひきこもりへの取組

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑶すべての人に健康と福祉を ターゲット 3.4

有 取組 ひきこもり対策の推進

2 関連計画 堺市子ども・子育て支援事業計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 22 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠
子ども・若者育成支援推進法、次世代育成支援対策推進法

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

１．堺市在住の49歳以下で、次の状態にある子ども・若者 ①ひきこもり ②不登校 ③ニート ④非行など

２．上記困難を抱える子ども・若者の保護者

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

困難を抱える子ども・若者が健やかに成長し、社会生活を円滑に営むことができるよう支援する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 特定非営利活動法人み・らいず２

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

887目標値 811 830 855

当該指標を選定した理由 困難を抱える子ども・若者やその保護者等からの相談がその後の支援、また、解決につながるきっかけとなるため。

達成率 108% 100%

堺市ユースサポートセンターでの新規及

び継続相談者数
人 実績値 873 830

目標値の設定根拠・算出方法 前年度比＋3％を目標値とする。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

堺市ユースサポートセンターによるイベン

ト参加者数
人

目標値 270 270

達成率 274% 109%

当該指標を選定した理由 イベントの実施及び会場でのPRが、相談につながるきっかけとなるため。

270

実績値 739 293

目標値の設定根拠・算出方法 これまでの実績に基づき、開催方法により算出している。
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）

15

事務事業名 子ども・若者育成支援推進事業 事業番号 014-040

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

10,063 11,475 10,720 13,170

府支出金　

期末手当（会計年度任用職

員）

R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 6,500

事業費  (a) 21,088 25,853 25,947 26,324 32,893

市債 0

0

受益者負担金(使用料、手数料等）　 0

3,600その他（ 0

一般財源 14,588 15,790 14,472 15,604 16,123

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

ユースサポートセンター運営及び子ど

も・若者支援地域協議会運営委託料

R4 予算 22,738 12,018

事業費
うち

一般財源

予算 555 555

R5 予算 29,670 12,900 R5 予算 294 294

堺市青少年非行防止対策補助金
R4 予算 73 73 R4 予算

R5 予算 73 73 R5 予算

R4 予算

R5 予算 0 0 R5 予算

R4 予算 102 102

会計年度任用職員報酬
R4 予算 2,627 2,627 R4 予算

プロポーザル方式による委託業務

事業者選定委員会委員報酬

R5 予算 2,627 2,627 R5 予算

債務負担行為 （単位：千円）

通勤費
R4 予算

R5 予算 229 229 R5 予算

R4 予算 229 229

H23.1.4ユースサポートセンター開設、H24.3.27地域協議会設置、H26.6.25堺地域若者サポートステーション業務

開始。

R2年度から3年間ユースサポートセンター等委託業務を継続実施。

R5 ヤングケアラーへの支援を事業内容に追加。

期間 R４　　～　　R７ 要求額 77,000

R6以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント ユースサポートセンター及び子ども・若者育成支援地域協議会の運営にかかる経費を継続して要求。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 2,140 2,012

目標値の設定根拠・算出方法 現状把握の指標として設定しており、相談件数の増加をめざしているのではないため、目標値は設定しない。

目標値の設定根拠・算出方法 DVや離婚問題等様々な悩みを抱える女性について、幅広く相談に応じ、自立支援を実施している。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

区女性相談及び配偶者暴力相談支

援センター相談件数
件

目標値 － －

達成率 － －

当該指標を選定した理由 DV被害者や女性などの困難を抱えた方の相談支援を実施し、人権擁護に寄与するため。

－

当該指標を選定した理由
DV被害者や女性が安心安全に生活するためには、一時保護や施設入所による保護や情報提供や助言等

による自立促進が重要であるため。

達成率 － －

DV被害者や女性に対する助言や支

援による保護及び自立促進
 実績値 － －

－目標値 － － －

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和8年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

本市に居住する女性、配偶者暴力相談支援センターは、男性被害者も対象

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

適切な相談の実施により、必要に応じて相談者が保護や支援を受け、自立し安心した暮らしができるようにする。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 昭和 8 終了（予定）年度 令和 8 年度

実施根拠 ・売春防止法（婦人保護事業）

・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）（根拠法令、条例等）

2 関連計画 第5期さかい男女共同参画プラン

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⒃平和と公正をすべての人に ターゲット 16.1

有 取組 セーフシティさかいの推進

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ②DVの防止

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 2.人生100年時代の健康・福祉 ～Well－being～ 施策 (6) 暮らしを支えるセーフティネットの構築

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 女性相談事業 事業番号 014-041

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

各区保健福祉総合センターに、売春防止法に規定する婦人相談員（本市では女性相談員（会計年度任用職員）

という。）を配置し、配偶者等からの暴力や離婚問題等、日常生活を営む上でさまざまな悩みを抱える女性について、

幅広く相談に応じ、自立支援を行う。必要に応じ、大阪府女性相談センター等と連携し、一時保護や施設入所による

保護、また、自立促進のための情報提供や助言等を行っている。

特に、ＤＶ被害者支援を推進するため、平成24年7月からＤＶ防止法に基づく配偶者暴力相談支援センターを開設

して、ＤＶ被害者等に特化して相談に応じ、各区女性相談員と連携して支援を行っている。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 継続して実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
多種多様な悩みを抱える女性等が安心して暮らせるよう支援するため、各区に女性相談員を配置する報酬費等を計

上。

継続して実施

R5 継続して実施

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

需用費
R4 予算

R5 予算 493 493 R5 予算

R4 予算 468 468

46,237 27,091

R5 予算 597 597 R5 予算 44,680 25,538
旅費

R4 予算 546 546
区役所分

R4 予算

報償費

30 30

R4 予算 250 250

R5 予算 1,395 1,395 R5 予算

R4 予算 1,395 1,395
扶助費

250 250

R5 予算 6,234 2,765 R5 予算 293 293

職員手当等
R4 予算 890 890

使用料及び賃借料
R4 予算 76 76

R5 予算 1,148 1,148 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算 293 293

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

報酬
R4 予算 5,435 2,236

一般財源 32,950 31,792 30,027 33,245 32,509

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

事業費  (a) 46,621 45,371 43,601 55,590 55,120

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 13,671

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

13,579 13,574 22,345 22,611

府支出金　

役務費
R4

事務事業名 女性相談事業 事業番号 014-041

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 732 838

目標値の設定根拠・算出方法 令和元年度までは第1期堺市子ども・子育て支援事業計画、令和2年度以降は第2期計画に定める目標値を設定。

目標に対する実績

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

延べ利用日数

(短期入所生活援助事業・夜間養護等

事業)

日

目標値 497 487

達成率 147% 172%

当該指標を選定した理由
児童の一時的な養育や保護のセーフティネットとしての観点から、安定した受け入れ数を確保する必要がある

ため。

477

当該目標を設定した理由
当事業は、社会的事由もしくは経済的な理由により、一時的に養育や保護を必要としている児童もしくは母

子を児童福祉施設で受け入れることで、安心して子育てができる環境を整備することを目的としているため。

達成率 #VALUE! #VALUE!

子育て環境の整備 ー 実績値 ー ー

ー目標値 ー ー ー

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 市内の児童養護施設、母子生活支援施設及び近隣の市外にある乳児院

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

保護者による養育を受けることが一時的に困難となった児童又は急迫の場合等により保護を必要とする母子（短期入

所）、保護者の仕事等が恒常的に夜間又は休日にわたる家庭の児童（夜間養護等）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

家庭での養育が一時的に困難となった家庭の児童や、緊急一時的に保護を必要とする母子を、一定期間、養育及び

保護を行うことで、安心して子育てができる環境の整備を図る。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 8 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠
児童福祉法、子ども子育て支援法

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て支援事業計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑴貧困をなくそう ターゲット 1.3

有 取組 子どもの居場所確保の推進

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ③重大な児童虐待ゼロをめざした取組の促進

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 子育て短期支援事業 事業番号 014-044

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

事業実施施設（乳児院（Ｈ２８年度～）、児童養護施設及び母子生活支援施設）を指定し、委託により、当該

施設において一定期間、養育及び保護を実施。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 継続して実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 短期入所生活援助事業及び夜間養護等事業を実施するために必要な経費を要求。

継続して実施

R5 継続して実施

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 3,280 1,094 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R5 予算 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

子育て短期支援利用業務委託
R4 予算 3,280 1,094

一般財源 896 498 840 1,094 1,094

受益者負担金(使用料、手数料等）　 0 0

0その他（ 0

市債 0

386 810 1,093 1,093

0

事業費  (a) 3,280 1,270 2,460 3,280 3,280

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 1,192

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

386 810 1,093 1,093

府支出金　 1,192

R4

事務事業名 子育て短期支援事業 事業番号 014-044

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 1,054 1,100

目標値の設定根拠・算出方法 直近3年の実績値の平均を目標値とする。

目標値の設定根拠・算出方法 直近3年の実績値の平均を目標値とする。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

利用者数 ％

目標値 1,203 1,160

達成率 88% 95%

当該指標を選定した理由 母子家庭等就業・自立支援センターの利用者に対しひとり親家庭の経済的安定に向けた支援を行うため

1,106

当該指標を選定した理由 就業支援をひとり親家庭の経済的安定に向けた支援につなげるため

達成率 114% 115%

就職率 人 実績値 42 45

41目標値 37 39 41

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 一般財団法人　堺市母子寡婦福祉会

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、一般財団法人　堺市母子寡婦福祉会

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

ひとり親家庭の母及び父、寡婦

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

ひとり親家庭の母等に対して、就労相談から就業支援講習会の実施や職業情報の提供サービスに至るまでの一貫した

就業サービスを実施するとともに、地域生活の支援や養育費及び生活相談等の生活支援サービスを提供し、ひとり親家

庭の母等の自立を促進し、生活の安定と児童の福祉の増進を図る。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 16 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠
母子及び父子並びに寡婦福祉法

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市マスタープラン、堺市子ども・子育て支援事業計画

有 現状値 堺市：59.5％、政令市：54.5％(2019年度) 目標値 政令市の割合を下回る(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

有 現状値 59.5(2019年度) 目標値 全国を下回る(2025年度)

有・無 ゴール ゴール⑴貧困をなくそう ターゲット 1.2

有 取組 ひとり親家庭の経済的安定に向けた支援

寄与

する

KPI

有・無 指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

有 取組の方向性 ①ひとり親家庭などへの支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 母子家庭等就業・自立支援センター事業 事業番号 014-045

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

ひとり親家庭の母等の家庭状況、職業適性、就業経験等に応じ、適切な助言を行う就業相談の実施、就業に必要な

知識や技能習得を図る就業支援講習、公共職業安定所等職業紹介機関と連携した就業情報提供など一貫した就

業支援サービスの提供を実施し、また、養育費等に関する相談体制の整備や、継続的生活相談等ひとり親家庭等への

総合的支援を行う。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 事業効果を検証の上、事業の継続

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
就職や収入増加につながる資格等をめざす講座を実施するとともに、多様な相談にきめ細やかに対応することでひとり親

家庭の母等の自立を促進し、生活の安定と児童の福祉の増進を図る、本事業の実施に必要な経費を要求する。

R3まで：就業相談、生活相談、就業支援講習会、弁護士法律相談（36枠）、プログラム策定・アフターケアの実

施、親支援講座（年2回）等の実施、ファイナンシャルプランナーによる家計相談の窓口

R4：就業支援講習会（PC講座・医療事務PCセット講座）の廃止、その他相談・講習会等は継続して実施

R5 就業支援講習会の講座・定員の見直し

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 22,877 10,119 R5 予算

消耗品費
R4 予算 8 4 R4 予算

R5 予算 8 4 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

母子家庭等就業・自立支援セン

ター運営業務

R4 予算 22,877 10,119

一般財源 8,723 6,424 10,626 10,123 10,123

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

事業費  (a) 20,994 19,826 23,980 22,885 22,885

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 12,271

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

13,402 13,354 12,762 12,762

府支出金　

R4

事務事業名 母子家庭等就業・自立支援センター事業 事業番号 014-045

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 73 122

目標値の設定根拠・算出方法 派遣回数 (派遣回数の増加が目標ではないため、目標値は設定しない）

目標に対する実績 各区子育て支援課での相談及び実際に派遣した回数等

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

派遣延べ回数 回

目標値 ー ー

達成率 ー ー

当該指標を選定した理由
本事業は生活に支障のあるひとり親家庭に対し家事サービス等を行うものであり、派遣回数がひとり親家庭へ

の支援に直結するため

ー

当該目標を設定した理由
ひとり親家庭の生活の安定や自立の支援のために生活援助は欠かせないものであり、特に、疾病や就業のた

めの技能習得、生活環境が激変した際の支援が重要なものであるから

達成率

家庭生活支援員の派遣により、ひとり

親家庭等の生活の安定を図るためその

生活を支援する

実績値 73 122

目標値

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 公益社団法人堺市シルバー人材センター、三共電子工業株式会社、一般財団法人　堺市母子寡婦福祉会

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

母子家庭等で疾病等の事由から一時的に家事困難な世帯で利用を希望する者

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

母子家庭等が自立するために必要な事由や疾病などの事由により、一時的に生活援助が必要な場合に、家庭生活支

援員を派遣し、生活の安定と自立の促進に寄与し、母子家庭等の福祉の増進を図る。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 16 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
母子及び父子並びに寡婦福祉法

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て支援事業計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール    ―   ターゲット ―

無 取組      ―     

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①ひとり親家庭などへの支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 ひとり親家庭等日常生活支援事業 事業番号 014-050

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

ひとり親家庭の父母、寡婦が技能習得のための通学、就職活動等自立促進に必要な事由や疾病等から、一時的に生

活援助が必要な場合に、堺市に登録した事業所から家庭生活支援員を派遣し、生活援助を行う。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 継続して実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 母子家庭等の福祉の増進を図るために必要な経費を引き続き要求

平成16年度から現在の事業内容で実施。

令和2年度に委託料の増額。（国の補助上限額引き上げに伴うもの）

R5 継続して実施

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算 R4 予算

ひとり親家庭等日常生活支援事

業

R4 予算

R5 予算 338 165 R5 予算

R4 予算 262 128

R5 予算 3 2 R5 予算

消耗品費（枠）
R4 予算 5 3 R4 予算

R5 予算 5 3 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

通信運搬費（枠）
R4 予算 3 2

一般財源 55 108 182 133 170

受益者負担金(使用料、手数料等）　 12 14 7 7

その他（

市債

事業費  (a) 168 229 358 270 346

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 101

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

107 176 130 169

府支出金　

R4

事務事業名 ひとり親家庭等日常生活支援事業 事業番号 014-050

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

ひとり親家庭の母又は父に対し、就業に結びつきやすい講座の受講料の一部について、教育訓練給付金を支給し、能

力開発の取組みを支援し、自立の促進を図る。また、就職の際に有利である資格の取得を促進するため、当該資格に

係る養成訓練の受講期間について高等職業訓練促進給付金を支給するとともに、養成機関への入学時における負担

を考慮し高等職業訓練修了支援給付金を修了後に支給することにより、生活の負担の軽減を図り、資格取得を容易

にする。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 母子家庭及び父子家庭自立支援給付事業 事業番号 014-051

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

有 取組の方向性 ①ひとり親家庭などへの支援

有 現状値 59.5(2019年度) 目標値 全国を下回る(2025年度)

有・無 ゴール ターゲット 1.2

有 取組 ひとり親家庭の経済的安定に向けた支援

2 関連計画 堺市子ども・子育て支援事業計画

有 現状値 堺市：59.5％、政令市：54.5％(2019年度) 目標値 政令市の割合を下回る(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 平成 16 点検年度 令和 7 年度

実施根拠
母子及び父子並びに寡婦福祉法

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

ひとり親家庭の母又は父（２０歳未満の児童を扶養する配偶者のない者）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

ひとり親家庭の母又は父の主体的な能力開発の取組みを支援し、ひとり親家庭の自立の促進を図ることを目的とする。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

90以上目標値 88 91 91

当該指標を選定した理由 資格取得後、資格を生かした就職による自立をめざす主旨の制度のため

達成率 105% 101%

就職率 % 実績値 92 92

目標値の設定根拠・算出方法 3年平均就職率

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

利用者数 人

目標値 - -

達成率 - -

当該指標を選定した理由 ひとり親家庭の経済的安定に向けた支援のための支給を行うため

-

実績値 133 114

目標値の設定根拠・算出方法 支給要件を満たせば、その対象者に支給するものであるため、目標を設定することにそぐわない。
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）

15

事務事業名 母子家庭及び父子家庭自立支援給付事業 事業番号 014-051

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

85,967 98,403 123,717 117,916

府支出金　

R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 79,641

事業費  (a) 101,398 100,454 131,209 164,957 157,223

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 21,757 14,487 32,806 41,240 39,307

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

母子家庭及び父子家庭自立支援

給付事業

R4 予算 164,957 41,240

事業費
うち

一般財源

予算

R5 予算 157,223 39,307 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R4 予算 R4 予算

R5 予算 R5 予算

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

（高等職業訓練促進給付金）R1：最終学年時に4万円加算。支給期間が最長3年から4年に延長。R3：准看護師課程から

引き続き看護師課程を修業する受給者について支給期間が計4年に拡大。6か月以上に訓練期間緩和・対象資格の拡充【時限

措置】。

（自立支援教育訓練給付金）R1：特定一般教育訓練給付、専門実践教育訓練との併給が可能に。R4:専門実践教育訓練

の上限額の変更20万円→40万円

R5
（高等職業訓練促進給付金）R4に引き続き実施

（自立支援教育訓練給付金）R4に引き続き実施

期間 R　　～　　R 要求額

R6以降 事業を継続

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
高等職業訓練促進給付金について、国制度改正により、R3・R4に引き続き対象資格の拡充・訓練期間を緩和予

定。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 139 ー

目標値の設定根拠・算出方法 対象者へ適切な援助を目的としているため目標値は設定しない。

目標に対する実績

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

実参加児童数 人

目標値 ー ー

達成率 ー ー

当該指標を選定した理由
発達に課題があり、経過観察又は集団指導が必要とされた在宅乳幼児及びその保護者に対して適切な援

助を行うため。

ー

当該目標を設定した理由
当事業は、発達に課題があり、経過観察又は集団指導が必要とされた在宅乳幼児及びその保護者に対して適切な援

助を行うことを目的としているため。

達成率 #VALUE! #VALUE!

経過観察又は集団指導が必要とされ

た在宅乳幼児の健全な発達の促進
ー 実績値 ー ー

ー目標値 ー ー ー

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

主に保健センターが実施する乳幼児健診において、発達のつまずきが疑われる在宅の乳幼児とその家族で、教室の参加

を希望する者

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

集団指導が必要とされた在宅乳幼児とその保護者に対して適切な援助を行うことにより、当該乳幼児の健全な発達を

促進し、さらには適切な次の進路へとつなげることを目的とする。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 昭和 57 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て支援事業計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑷質の高い教育をみんなに ターゲット 4.2

有 取組 安全安心で質の高い幼児教育・保育の提供、小学校教育との連携

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①妊娠・出産期から乳幼児期までの子どもと家庭への支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 在宅乳幼児親子教室開催事業 事業番号 014-054

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

市内全8教室において、月１回集団保育による経過観察や保護者指導を行って、子どもの療育の必要性を見極め、適

切な進路指導を行う。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 継続して実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 全市共通の事業として継続実施するため必要経費を要求する。

継続して実施

R5 継続して実施

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

食糧費
R4 予算

R5 予算 20 20 R5 予算

R4 予算 20 20

R5 予算 233 233 R5 予算
消耗品費

R4 予算 148 148 R4 予算

印刷製本費
R4 予算

R5 予算 1 1 R5 予算

R4 予算 1 1

R5 予算 1,715 1,715 R5 予算 18 18

その他保険料
R4 予算 210 210 R4 予算

R5 予算 210 210 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算 18 18

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

謝礼金
R4 予算 1,715 1,715

一般財源 2,368 1,816 1,121 2,112 2,197

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

事業費  (a) 2,368 1,816 1,121 2,112 2,197

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

府支出金　

通信運搬費
R4

事務事業名 在宅乳幼児親子教室開催事業 事業番号 014-054

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 3,273 ー

目標値の設定根拠・算出方法 現状把握の指標として設定しており、対応件数の増加をめざしているのではないため、目標値は設定しない。

目標に対する実績

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

虐待相談対応件数 人

目標値 － ー

達成率 ー ー

当該指標を選定した理由 早期対応及び継続的な支援により児童虐待の重篤化を防止することに寄与するため。

ー

当該目標を設定した理由 重大な児童虐待ゼロのために必要な取組のため。

達成率

虐待の未然防止および重篤化防止に

向けた関係機関による早期発見・早

期対応

ー 実績値

ー目標値

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

①子ども虐待防止に関わる関係機関と②市民

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

子ども虐待の未然防止、虐待の早期発見・早期対応、虐待を受けた子どもの保護とその保護者への指導、支援

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 12 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠
児童福祉法、児童虐待の防止等に関する法律、堺市子どもを虐待から守る条例

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て支援事業計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⒃平和と公正をすべての人に ターゲット 16.2

有 取組 児童虐待の防止に向けた取組の強化

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ③重大な児童虐待ゼロをめざした取組の促進

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 子ども虐待防止事業 事業番号 014-057

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

◎関係機関の連携・・・市全体の虐待通告の把握及び各機関の調整や情報の集約、分析を行うほか、関係機関間の

連絡会議や研修の実施等を行う。

◎虐待防止等の啓発・・・虐待に関する理解や認識を深め、虐待に気づいた際に、どこへ相談・通告したらよいのかを幅

広く周知するための啓発を行う。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 継続して実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
児童虐待の未然防止、早期発見・早期対応のため、若い世代をはじめ、子育てに悩みを抱える保護者等が相談・支援

につながりやすい環境を整備する等、児童虐待防止相談に必要な経費を要求。

継続して実施

R5 継続して実施

期間 R　　～　　R 要求額

429 167

債務負担行為 （単位：千円）

印刷製本費
R4 予算 427 163

R5 予算 1,085 568 R5 予算

R4 予算 1,085 568
その他（費用弁償等）

44 14

R5 予算 46 23 R5 予算 44 14
消耗品費

R4 予算 50 25
会場等借上料

R4 予算

費用弁償（通勤費）

242 121

R4 予算 13,068 6,534

R5 予算 732 732 R5 予算

R4 予算 732 732 児童虐待LINE相談に要する他市

への負担金 9,673 4,837

R5 予算 10,335 10,335 R5 予算 277 190

期末手当（会計年度任用職

員）

R4 予算 2,111 2,111 オレンジリボンキャンペーン推進事業

委託料

R4 予算 242 121

R5 予算 1,724 1,724 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算 277 191

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

会計年度任用職員報酬
R4 予算 10,767 10,767

一般財源 14,733 13,958 16,576 21,266 18,711

受益者負担金(使用料、手数料等）　 0

その他（ 0

市債 0

31 51 117 116

事業費  (a) 15,330 15,929 20,121 28,883 24,587

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 498

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

1,940 3,494 7,500 5,760

府支出金　 99

通信運搬費
R4

事務事業名 子ども虐待防止事業 事業番号 014-057

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 3,922 ー

目標値の設定根拠・算出方法 子ども子育て支援計画に基づく、相談件数の増加をめざしているのではないため目標値は設定しない。

目標に対する実績

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

新規相談受付件数 件

目標値 － －

達成率 － －

当該指標を選定した理由 早期対応及び継続的な支援により児童虐待の重篤化を防止することに寄与するため。

－

当該目標を設定した理由
子ども虐待の未然防止、虐待の早期発見・早期対応への取組として、家庭における様々な問題の相談業務

等により、子どもの健全育成及び問題の抑制及び解決を図ることが重要であるため。

達成率 #VALUE! #VALUE!

子どもの養育や児童虐待等の相談へ

の助言や支援による子どもの健全育成

及び問題の抑制及び解決

ー 実績値 ー ー

ー目標値 ー ー ー

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 市内の児童養護施設、母子生活支援施設及び近隣の市外にある乳児院

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

発達上の問題を抱える子どもとその家族、虐待や放任等の権利阻害を受けている子どもとその家族、性格行動や不登

校の悩みをもつ子どもとその家族、地域福祉の視点からみて問題を抱えていると思われる子どもとその家族

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

・子どもの健全育成

・問題の抑制や解決

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 昭和 39 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠
昭和39年4月22日付け厚生省発児第92号厚生事務次官通達「家庭児童相談室設置運営要綱」

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て支援事業計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⒃平和と公正をすべての人に ターゲット 16.2

有 取組 児童虐待の防止に向けた取組の強化

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ③重大な児童虐待ゼロをめざした取組の促進

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 家庭児童相談事業 事業番号 014-058

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

各区保健福祉総合センターにおいて、子どもの養育、発達に関することなど家庭における様々な問題に対し、個別相

談、家庭訪問、グループ指導、カンファレンス、関係機関訪問等の対応をしている。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 継続して実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント 全市共通の事業として継続実施するため必要な経費を要求

継続して実施

R5 継続して実施

期間 R　　～　　R 要求額

1,356 1,222

債務負担行為 （単位：千円）

旅費（費用弁償）
R4 予算 684 555

R5 予算 4,630 2,477 R5 予算

R4 予算 5,180 4,175
その他（印刷製本費等）

122 122

R5 予算 66 34 R5 予算 281 238
通信運搬費

R4 予算 66 66
普通旅費

R4 予算

消耗品費

118 103

R4 予算 69 23

R5 予算 394 230 R5 予算

R4 予算 276 276
謝礼金

69 23

R5 予算 81,596 43,952 R5 予算 62 62

期末手当（会計年度任用職

員）

R4 予算 15,320 12,617
その他使用料及び賃借料

R4 予算 116 115

R5 予算 14,823 8,661 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算 62 62

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

会計年度任用職員報酬
R4 予算 83,069 67,633

一般財源 89,550 71,487 61,276 85,644 57,002

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

7 72 50 92

事業費  (a) 89,852 85,600 89,633 104,964 103,395

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 151

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

14,106 28,285 19,270 46,301

府支出金　 151

その他保険料
R4

事務事業名 家庭児童相談事業 事業番号 014-058

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 1 1

目標値の設定根拠・算出方法 他自治体の申請状況を参考にして算出。目標は予算額ベース。

目標に対する実績 目標には到達していないが、区役所での相談において適切に案内・周知を行っている。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

申請者数 人

目標値 3 1

達成率 33% 100%

当該指標を選定した理由
義務教育修了後にドロップアウトした子やその親が、高卒認定を受けることでよりよい就業を目指すため、高卒

認定試験という存在自体を知ってもらい、申請者を増加させることに意義があると考えるため。

3

当該目標を設定した理由
高等学校を卒業していないことから希望する就業ができない等さまざまな支障が生じているものの、費用面で

高卒認定試験を断念せざるを得ないひとり親家庭の支援につながるため。

達成率

高卒認定試験の合格を後押しし、ひと

り親家庭の自立の促進を及びステップ

アップ図る

実績値

目標値

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

ひとり親家庭（配偶者のない女子であって現に児童を扶養しているもの及び配偶者のない男子であって現に児童を扶養

しているもの）及びひとり親家庭の親に扶養されている児童（２０歳に満たない者）

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

ひとり親家庭の自立や生活の安定を図るために、より良い条件での修業や転職に向けた可能性を広げ、希望する就業

や安定した就業につなげていくことを目的とする。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 28 点検年度 令和 5 年度

実施根拠
堺市ひとり親家庭学び直し支援事業実施要綱

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て支援事業計画

有 現状値 堺市：59.5％、政令市：54.5％(2019年度) 目標値 政令市の割合を下回る(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑴貧困をなくそう ターゲット 1.2

有 取組 ひとり親家庭の経済的安定に向けた支援

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①ひとり親家庭などへの支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 ひとり親家庭学び直し支援事業 事業番号 014-071

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

高等学校を卒業していない（中退を含む。）母子家庭の母、父子家庭の父又はその子が、高等学校を卒業した者と

同等以上の学力を有すると認められる高等学校卒業程度認定試験（以下「高卒認定試験」という。）の合格をめざす

場合において、民間事業者などが実施する対策講座の受講費用の軽減を図るために、給付金を支給する。

令和元年度までは、受講修了時に給付する金額が受講費の２割、高卒認定試験を合格した場合に給付する金額が

受講費の４割であったが、本給付金の利用を促進するため、令和２年度より、受講修了時に給付する金額を受講費の

４割、高卒認定試験を合格した場合に給付する金額を受講費の２割に見直した。令和5年度より、通信制の場合、

受講開始時給付金:4割、受講修了時給付金:上限12万5千円、合格時給付金:上限15万円に拡充。通学又は通

学及び通信併用の場合、受講開始時給付金:受講費用の４割（上限20万円）、 受講修了時給付金:受講費用

の１割、合格時給付金:受講費用の１割を新設。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 事業効果を検証したうえで、事業の継続

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
令和5年度について、「通学」・「通学及び通信」という区分分けをし、それぞれに異なる上限額の設定を予定。

それ以外は引き続き、ひとり親家庭の自立や生活の安定を図るために必要な経費を要求するもの。

平成28年度　事業開始

令和2年度　国制度に準じ、支給割合改正

令和3年度　市独自で対象者の拡充と支給額の増額

R5
通信制の拡充

通学又は通学及び通信併用の新設

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 900 469 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R5 予算 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

ひとり親家庭学び直し支援事業
R4 予算 272 68

一般財源 8 126 0 68 469

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

事業費  (a) 32 349 0 272 900

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 24

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

223 0 204 431

府支出金　

R4

事務事業名 ひとり親家庭学び直し支援事業 事業番号 014-071

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 35 55

目標値の設定根拠・算出方法 「貸付」という性質上、利用者数を増やすことを目的とはしないため、目標値は設定しない

目標値の設定根拠・算出方法 利用者すべてが就職・進学に結びつくことを目指すため

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

利用者数 人

目標値 - -

達成率 - -

当該指標を選定した理由 利用者に対しひとり親家庭の経済的安定に向けた支援を行うため

-

当該指標を選定した理由 本貸付を利用して就業又は進学することが、ひとり親家庭の経済的安定につながるため

達成率 96% 100%

本事業を利用して養成機関を卒業し

た者に対する就業・進学した者の割合
％ 実績値 96 100

100目標値 100 100 100

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和8年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、社会福祉法人　堺市社会福祉協議会

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業を実施する団体

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

高等職業訓練促進給付金の支給を受ける者に貸し付ける入学準備金及び養成機関の課程を修了し、資格を取得し

た場合に貸し付けるものを就職準備金として、貸し付けを行い、もってこれらの者の修学を容易にすることにより、資格取

得を促進し、ひとり親家庭の親の自立の促進を図ることを目的とする。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 平成 28 終了（予定）年度 令和 8 年度

実施根拠
堺市ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業補助金交付要綱

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て支援事業計画

有 現状値 堺市：59.5％、政令市：54.5％(2019年度) 目標値 政令市の割合を下回る(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑴貧困をなくそう ターゲット 1.2

有 取組 ひとり親家庭の経済的安定に向けた支援

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ①ひとり親家庭などへの支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 事業番号 014-072

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

高等職業訓練促進給付金の支給を受ける者に貸し付ける入学準備金、及び養成機関の課程を修了し資格を取得し

た者に貸し付ける就職準備金の貸付事業を実施する団体へ補助する。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 事業の継続

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
・国からの補助金受け入れ額と同額の歳出予算を要求（概算払分）

・貸付原資及び事務費として補助するために必要な経費を要求（実績払分）

平成28年度より事業開始

以降、支給（貸付）対象・上限金額そのままで事業継続

R5 国に対し、事業の継続のための補助金（貸付原資・事務費）を要求予定。

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 94,642 2,642 R5 予算

R4 予算 R4 予算

R5 予算 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

ひとり親家庭高等職業訓練促進

資金貸付事業

R4 予算 2,619 2,619

一般財源 1,515 1,457 1,779 2,619 2,642

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

事業費  (a) 20,929 1,457 1,779 2,619 94,642

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金 19,414

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

0 0 0 92,000

府支出金　

R4

事務事業名 ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業 事業番号 014-072

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 点検年度

事業の概要

り）

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 堺市ひとり親世帯家計相談事業 事業番号 014-133

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

有 取組の方向性 ①ひとり親家庭などへの支援

有 現状値 59.5(2019年度) 目標値 全国を下回る(2025年度)

有・無 ゴール ゴール⑴貧困をなくそう ターゲット 1.2

有 取組 ひとり親家庭の経済的安定に向けた支援

2 関連計画

有 現状値 堺市：59.5％、政令市：54.5％(2019年度) 目標値 政令市の割合を下回る(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 令和 2 点検年度 令和 5 年度

実施根拠

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

ひとり親家庭の父母

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

新型コロナウイルス感染症の影響などにより、経済的に不安を抱えるひとり親世帯等が、家計に関するさまざまな悩みを

ファイナンシャル・プランナー（FP）に相談し、専門的な視点から家計の改善策の助言を受けることで、生活の安定を図

る

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度 

100目標値 100 100 100

当該指標を選定した理由 ひとり親家庭が経済的に安定した生活をするために、相談を契機とした気づきや理解が重要であるため。

達成率 87% 100%

相談者の満足度 ％ 実績値 87 100

目標値の設定根拠・算出方法 アンケートによる満足度

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

相談件数 件

目標値 110 110

達成率 37% 55%

当該指標を選定した理由 ひとり親家庭の経済的な安定を支援するため。

110

実績値 41 60

目標値の設定根拠・算出方法 整備可能な相談体制の最大値
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）

15

事務事業名 堺市ひとり親世帯家計相談事業 事業番号 014-133

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

494 480 498 498

府支出金　

R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 0 989 963 998 998

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 495 483 500 500

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

消耗品（枠）
R4 予算 35 18

事業費
うち

一般財源

予算

R5 予算 35 18 R5 予算

堺市ひとり親世帯家計相談運営

業務

R4 予算 963 482 R4 予算

R5 予算 963 482 R5 予算

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R4 予算 R4 予算

R5 予算 R5 予算

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

・令和2年7月より事業開始

・令和4年度より、相談場所に「区子育て支援課」を追加

R5 事業効果を検証したうえで、事業の継続

期間 R　　～　　R 要求額

R6以降 事業効果を検証したうえで、事業の継続

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント
新型コロナウイルス感染症の影響などにより経済的に不安を抱えるひとり親世帯等が、専門的な視点から家計の改善策

の助言を受けることで生活の安定を図ることを目的とする、本事業の実施に必要な経費を要求

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで
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局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

ひとり親家庭の「経済的自立」と「貧困の連鎖解消」を目的として、児童扶養手当を満額受給している世帯（定員

50）の保護者と中学生の子どもに以下の支援を実施する。

・保護者への支援：ファイナンシャル・プランナーやキャリアコンサルタント等による自立支援セミナー等を年2回開催する。

　※R4に引き続き前後2回のセミナー参加を求め、小人数の交流会形式も取り入れて、個々の不安解消や意欲向上

を図る。また、セミナー時に母子・父子自立支援員と繋がり、別途個別相談を実施。

・中学生の子どもへの支援：夏休みを中心に合計10回学習支援員（家庭教師）を家庭に派遣する。

　※R3冬実施。R4は夏休み中心に実施。夏休み期間は学校の長期休業時期であり、学習支援の利用ニーズが高い

と考える。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 ひとり親家庭 親と子のチャレンジ支援事業 事業番号 014-134

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

有 取組の方向性 ①ひとり親家庭などへの支援

有 現状値 59.5(2019年度) 目標値 全国を下回る(2025年度)

有・無 ゴール ゴール⑴貧困をなくそう ターゲット 1.2

有 取組 ひとり親家庭の経済的安定に向けた支援

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

有 現状値 堺市：59.5％、政令市：54.5％(2019年度) 目標値 政令市の割合を下回る(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 令和 3 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

児童扶養手当を満額受給している世帯のうち中学生の子どもがいる世帯の保護者と中学生の子ども

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

児童扶養手当を満額受給している世帯の保護者と中学生の子ども両方に、原則セットで支援を提供することで、「現在

の生活における経済的自立」と「貧困の連鎖の解消」を図ることを目的とする。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 学習支援を実施する事業者（総合評価一般入札により決定）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

100目標値 120 100 100

当該指標を選定した理由 経済的自立という目的を達成するためには、まず意識又は行動の変容が重要であるため

達成率 79% 84%

意識又は行動が変容する 人 実績値 95 84

目標値の設定根拠・算出方法 事業利用世帯の保護者と子ども各60人の意識又は行動の変容を目標値とする

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

事業利用世帯数 世帯

目標値 100 50

達成率 60% 84%

当該指標を選定した理由 目的を達成するためには、まず事業を利用してもらうことが必要であるため

50

実績値 60 42

目標値の設定根拠・算出方法 募集世帯数を目標値とする
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事務事業名 ひとり親家庭 親と子のチャレンジ支援事業 事業番号 014-134

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

6,701 3,634 3,500

府支出金　

会場等借上料
R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 0 0 6,701 7,268 7,000

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 3,634 3,500

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

報酬（附属機関委員報酬）
R4 予算 204 102

事業費
うち

一般財源

予算 600 300

R5 予算 0 0 R5 予算 600 300

報償費
R4 予算 1,100 550 R4 予算

R5 予算 1,002 501 R5 予算

R4 予算

R5 予算 216 108 R5 予算

R4 予算 213 106

通信運搬費
R4 予算 301 151 R4 予算

消耗品・印刷製本

R5 予算 282 141 R5 予算

債務負担行為 （単位：千円）

家庭教師派遣委託料
R4 予算

R5 予算 4,900 2,450 R5 予算

R4 予算 4,850 2,425

・保護者への支援：ファイナンシャル・プランナーやキャリアコンサルタント等による自立支援セミナー等を開催。R3は1回、

R4は2回の参加が必須。

・中学生の子どもへの支援：家庭教師を家庭に派遣。※R3冬(12回)実施。R4は夏休み(10回)中心に実施。

R5

・保護者絵の支援：R4に引き続き前後2回のセミナー参加を求め、小人数の交流会形式も取り入れて、個々の不安

解消や意欲向上を図る。また、セミナー時に母子・父子自立支援員と繋がり、別途個別相談を実施。

・中学生の子どもへの支援：家庭教師を家庭に派遣。夏休みを中心に10回実施。

期間 R　　～　　R 要求額

R6以降 ひとり親家庭 親と子のチャレンジ支援事業を継続実施。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

・単独の自立支援セミナーではなく、子どもの学習支援とパッケージ化することで、支援利用の動機付けや誘引効果を

狙った取組であり、自立に向けた意識と行動の変容を促す取組とし目的に合致している。

・令和3年度、令和4年度の実施状況を踏まえ、定員や時期を見直し、自立支援の強化を図っており、事業効果の増

大を見込む。

・これらの取組によってひとり親家庭の収入増を実現し、基本計画KPIを達成すると、試算では年間1億円程度の児童

扶養手当歳出額の削減が見込まれ、他にも市税収入への寄与や、長期的には貧困の連鎖解消による子ども世代から

の税収増も期待できる。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 347 385

目標値の設定根拠・算出方法 アプリの登録者数

目標値の設定根拠・算出方法 アンケートによる満足度

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

利用者数（エルガナ登録者数） 人 

目標値 300 385

達成率 116% 100%

当該指標を選定した理由 利用者に対し情報提供や情報収集を行い、個別支援や施策検討に活かすため

423

当該指標を選定した理由 ひとり親家庭が経済的に安定した生活をするために、自立に向けた意欲的な行動を後押しすることが重要であるため

達成率 92% 100%

利用者の満足度 % 実績値 92 100

100目標値 100 100 100

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁、各区役所、ふーどばんくOSAKA、日本フードバンクシステム、大阪いずみ市民生活協同組合、ダイエー等

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

児童扶養手当の受給資格を有し、前年所得の増加などにより令和4年11月支給分を満額受け取っていたが、令和5

年1月支給分は一部減額になる人及び令和5年1月支給分が全額停止になる人

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

経済的自立に向けて取り組んでいる「ひとり親家庭」を後押しする。

また、事業利用者に支援情報等を提供し、自立の更なる後押しや、自立状態が持続するよう支援する。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 令和 3 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠

（根拠法令、条例等）

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

有 現状値 堺市：59.5％、政令市：54.5％(2019年度) 目標値 政令市の割合を下回る(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

有 現状値 59.5(2019年度) 目標値 全国を下回る(2025年度)

有・無 ゴール ゴール⑴貧困をなくそう ターゲット 1.2

有 取組 ひとり親家庭の経済的安定に向けた支援

寄与

する

KPI

有・無 指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

有 取組の方向性 ①ひとり親家庭などへの支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 ひとり親家庭応援フードパントリー事業 事業番号 014-135

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

・市内スーパー等の賞味期限が短くなった食品等を活用し、経済的自立に向けて取り組んでいるひとり親家庭に提供す

ることにより、子どもに直接支援を届ける。

・市内スーパー等から食品等を、「NPO法人ふーどばんくOSAKA」に集約・仕分け後、市から対象市民にアプリで情報発

信と予約受付を行い、予約済の対象市民がパントリー（区役所等）で受け取る。

・食料品は、賞味期限内の常温保存が可能なもので、生鮮や冷凍食品は含まない。月1回程度、アプリを通じて案内

し、申込まれた人のみ受け取ることができる。

・対象市民へは、アプリによる情報発信及び食品等お渡し時に相談窓口の情報提供を行い、必要な支援につなげる。

・本事業を通じて、民間事業者（スーパーマーケット、フードバンク団体等）、社協、福祉事務所と地域における総合的

な支援体制を確立する。

公民連携・協働事業 趣旨に賛同する民間事業者との連携により実施　※連携事業者は5「事業の実施主体」参照

Ⅱ．事業の目標
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15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 ・ひとり親家庭応援フードパントリー事業の継続実施。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

・ひとり親家庭の自立を後押しする取組として、経済的自立に取り組む家庭を対象とした支援は効果的で、また、民間

団体との連携・協力により市の支出を抑えた実施手法をとっており、目的に合致した取組である。

・本事業で繋がる利用者から支援ニーズを把握することで、個別支援や施策検討に繋がることも期待できる。

・これら取組によってひとり親家庭の収入増を実現し、基本計画KPIを達成すると、試算では年間1億円程度の児童扶

養手当歳出額の削減が見込まれ、他にも市税収入への寄与や、長期的には貧困の連鎖解消による子ども世代からの

税収増も期待できる。

・市内スーパー等から食品等を、「NPO法人ふーどばんくOSAKA」に集約・仕分け後、市から対象市民にアプリで情報発

信と予約受付を行い、予約済の対象市民がパントリー（郵便局等）で受け取る仕組みを構築。

・Re制服やスマイルパンなど他の民間事業者との連携体制も構築。

R5

・事業対象者の拡大。

・「NPO法人ふーどばんくOSAKA」に仕分け・配送を委託。

・パントリーとして区役所等を設定。

期間 R　　～　　R 要求額

債務負担行為 （単位：千円）

R4 予算

R5 予算 R5 予算

R4 予算

R5 予算 293 146 R5 予算
各種業務委託料

R4 予算 0 0 R4 予算

通信運搬
R4 予算

R5 予算 252 126 R5 予算

R4 予算 536 268

R5 予算 200 100 R5 予算

印刷製本
R4 予算 60 30 R4 予算

R5 予算 105 53 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

消耗品
R4 予算 262 131

一般財源 0 429 425

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

事業費  (a) 0 0 404 858 850

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

404 429 425

府支出金　

R4

事務事業名 ひとり親家庭応援フードパントリー事業 事業番号 014-135

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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局 部 課

3 年度

9

10

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

・就業中のシングルマザー等が窓口に行かなくても、自宅から、スマートフォンで転職や就職の相談ができるように、SNSを

活用して「就職・転職相談」から「適職診断」、「AI求人マッチング」、「職業紹介」、「定着支援」までの一貫した就業支

援を実施。

・「就職・転職相談」については、朝6時から深夜1時まで、平日だけでなく土曜、日曜、祝日も相談可能とする。

・また、AIによる求人マッチングを導入することで、従来の勤務条件（場所や時間等）を重視した求職活動ではなく、事

業者の職場風土や求める人物像と、求職者のパーソナルな部分やシングルマザーとしての特性等を踏まえたマッチングを

行い、就職先の選択肢を広げる。

・さらに、シングルマザーの雇用に理解がある雇用先を開拓し、収入増や定着につながる就業の実現を支援する。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標

Ⅰ．基本情報

事務事業名 SNSやAIを活用したシングルマザー等就業支援事業 事業番号 014-136

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 子ども家庭

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (5) 厳しい環境にある子どもと家庭への支援の充実

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

4

寄与

する

KPI

有・無 指標名 児童扶養手当受給者に占める全部支給の割合

有 取組の方向性 ①ひとり親家庭などへの支援

有 現状値 59.5(2019年度) 目標値 全国を下回る(2025年度)

有・無 ゴール ゴール⑴貧困をなくそう ターゲット 1.2

有 取組 ひとり親家庭の経済的安定に向けた支援

2 関連計画 堺市子ども・子育て総合プラン

有 現状値 堺市：59.5％、政令市：54.5％(2019年度) 目標値 政令市の割合を下回る(2023年)

寄与

する

KPI

有・無

事業開始年度 令和 4 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠

（根拠法令、条例等）

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

ひとり親家庭等

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

SNSやAIを活用して就職・転職相談や職業紹介等の就業支援を行い、ひとり親家庭の就職・増収を実現し、ひとり親

家庭の経済的自立を支援することを目的とする。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

主な支出先（委託・補助金・負担金等） SNSやAIを活用した就業支援事業運営業務受託事業者（総合評価一般競争入札により決定）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

100目標値 － 20 100

当該指標を選定した理由 KPI達成のためには、増収に向けた就職・転職が重要であるため。

達成率 － 100%

就職・転職者数 人 実績値 － 20

目標値の設定根拠・算出方法 令和5年度以降、登録者数の1割の就職・転職を目標とする。（令和4年度は年度途からの運用開始となるため）

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

登録者数 人

目標値 － 1,000

達成率 － 70%

当該指標を選定した理由 就職・転職に向けた支援を実施するにあ、登録者数を増やす必要があるため。

1,000

実績値 － 700

目標値の設定根拠・算出方法 堺市の児童扶養手当受給世帯のうち、約1／7の登録を目標とする。
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）

15

事務事業名 SNSやAIを活用したシングルマザー等就業支援事業 事業番号 014-136

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

19,615 16,598

府支出金　

SNSやAIを活用した就業支援事

業運営業務委託料

R4

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

事業費  (a) 0 0 0 19,615 22,131

市債

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

一般財源 5,533

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

報酬（付属機関委員報酬）
R4 予算 82 0

事業費
うち

一般財源

予算 18,000 0

R5 予算 0 0 R5 予算 21,601 5,400

消耗品
R4 予算 50 0 R4 予算

R5 予算 50 13 R5 予算

R4 予算

R5 予算 0 0 R5 予算

R4 予算 204 0

通信運搬費
R4 予算 799 0 R4 予算

印刷製本費

R5 予算 0 0 R5 予算

債務負担行為 （単位：千円）

通信運搬費（IT経費）
R4 予算

R5 予算 480 120 R5 予算

R4 予算 480 0

・SNS等を活用した堺市「ひとり親×仕事」サポートLINEの運用開始。

R5
・SNS等を活用した堺市「ひとり親×仕事」サポートLINEを継続実施。

・市内就業支援機関等が実施している技能習得にかかるセミナー等集約ポータルサイト構築

期間 R５　～　　R７ 要求額 53,000

R6以降 ・SNS等を活用した堺市「ひとり親×仕事」サポートLINEを継続実施。

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

・本事業は、ひとり親家庭の経済的自立を推進することを目的とした就業支援事業である。

・自宅から、スマートフォンを使って、平日の他土日祝も含めて朝6時～深夜1時まで就職・転職相談を受けられることが

特徴。

・本事業と、対面で行う窓口相談が相互に補完する形で、個々の状況に適した就業支援を実施し、基本計画KPI達成

に取り組む。

・令和5年度は、SNSやAIを使った就業支援に必要な経費の他、市内の就業支援機関等が実施している技能習得の

ためのセミナー等集約ポータルサイトを構築するための経費を要求する。

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで
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局 部 課

3 年度

9

10

実績値 - 1

目標値の設定根拠・算出方法 新学期や夏休み前の時期としたため

目標値の設定根拠・算出方法 令和４年度　１７件（月平均）×９ヶ月（令和４年７月１日開設）、令和５年度１７件×１２ヶ月

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
目標

令和3年度 令和4年度 令和5年度

堺市立小中高校生徒児童への周知 回

目標値 - 1

達成率 #VALUE! 100%

当該指標を選定した理由 生徒児童本人へ直接周知することにより、課題を抱える子ども本人が相談しやすくするため

2

当該指標を選定した理由 現況月１０件程度の相談があるため。

達成率 #VALUE! 100%

相談対応 件 実績値 ー 153

204目標値 ー 153 204

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
目標

実績 実績見込み

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

主な支出先（委託・補助金・負担金等）

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

5
事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

堺市（令和４年７月１日開設）

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

堺市立学校児童生徒及びその保護者

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

「不登校」「いじめ」等様々な課題を見過ごさず、長期化を防ぎ、より総合的な支援を行う。

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

事業開始年度 令和 4 終了（予定）年度 令和 7 年度

実施根拠
いじめ防止対策推進法・堺市いじめ問題再調査委員会条例

（根拠法令、条例等）

2 関連計画

無 現状値 ― 目標値 ―

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値 ―

有・無 ゴール ゴール⑷質の高い教育をみんなに ターゲット 4.5

有 取組 不登校、いじめの防止に向けた取組の強化

寄与

する

KPI

有・無 指標名 ―

有 取組の方向性 ②いじめへの対応強化と不登校児童生徒への支援

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略 3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ 施策 (3) 多様性を尊重した教育の推進

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

指標名 ―

4

Ⅰ．基本情報

事務事業名 いじめ不登校対策支援事業 事業番号 014-138

担当部署名 子ども青少年局 子ども青少年育成部 いじめ不登校対策支援室

令和5年度　事務事業予算要求シート（1）
要求区分 その他

一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

実績 実績見込み 目標 終了（予定）年度

事業の概要

いじめや不登校等の課題を市全体の課題として捉え、相談窓口の設置や弁護士による助言・調整など、総合的な支援

を行う部署を設置することで、学校や教育委員会と連携し、解決に向けて取り組みを行う。

公民連携・協働事業

Ⅱ．事業の目標
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）

15

Ⅳ．スケジュール
経過及び今後の展開

16

R4まで

R6以降 継続実施

Ⅴ．要求のポイント

17 要求のポイント

令和４年７月１日から、いじめや不登校などの課題を抱える児童生徒を支援するために当支援室を設置。

主な取組として保護者等との電話等での相談等で、教育委員会や学校との連携が必要であるため、堺市立学校の校

長OBを採用することで、問題の早期解決を目指している。

また、学校や教育委員会に相談することができず、ひとりで悩んだりしている子どもたちを少しでもなくすために、学校を通じ

個々にチラシの配布を行い、二次元コードによるアンケートによる相談も行っており、幅広く周知を図るための必要な経費

を要求する。

いじめ不登校対策支援室は令和４年７月１日に開設され、いじめ・不登校等の相談を受け、本人同意の上教育委

員会や学校へ児童生徒の状況確認を行う。

教育委員会から市長にいじめ重大事態の調査報告がなされ、市長が必要があると認めるときは、いじめ防止対策推進

法第３０条第２項に基づき、再調査を行う。

R5 継続実施

期間 R　　～　　R 要求額

40 40

債務負担行為 （単位：千円）

普通旅費
R4 予算 90 90

R5 予算 119 119 R5 予算

R4 予算 40 40
備品購入費

150 150

R5 予算 10 10 R5 予算 150 150
費用弁償（その他）

R4 予算 10 10
自動車借上料

R4 予算

費用弁償（通勤費）

1,170 1,170

R4 予算 1,141 1,141

R5 予算 293 293 R5 予算

R4 予算 220 220
訴訟及び調停委託料

1,500 1,500

R5 予算 2,610 2,610 R5 予算 580 580

期末手当（会計年度任用職

員）

R4 予算 222 222 役務費（通信運搬費・手数料・

筆耕翻訳料）

R4 予算 1,888 1,888

R5 予算 294 294 R5 予算

事業費
うち

一般財源

予算 400 400

14

事

業

費

内

訳

主な項目 年度 事業費
うち

一般財源
主な項目 年度

事業費の内訳 （単位：千円）

会計年度任用職員報酬
R4 予算 1,958 1,958

一般財源 6,119 6,766

受益者負担金(使用料、手数料等）　

その他（

市債

事業費  (a) 0 0 0 6,119 6,766

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

決算 決算 決算 予算 予算要求

財

源

内

訳

国支出金

Ⅲ．令和5年度予算要求額
事業コスト （単位：千円）

令和5年度

府支出金　

消耗品費
R4

事務事業名 いじめ不登校対策支援事業 事業番号 014-138

令和5年度　事務事業予算要求シート（2）
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